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─────────────────────────────────────────── 

令和２年 第１回（定例）周 防 大 島 町 議 会 会 議 録（第２日） 

                             令和２年３月５日（木曜日） 

─────────────────────────────────────────── 

議事日程（第２号） 

                         令和２年３月５日 午前９時30分開議 

 日程第１ 議案第１号 令和２年度周防大島町一般会計予算 

 日程第２ 議案第２号 令和２年度周防大島町国民健康保険事業特別会計予算 

 日程第３ 議案第３号 令和２年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計予算 

 日程第４ 議案第４号 令和２年度周防大島町介護保険事業特別会計予算 

 日程第５ 議案第５号 令和２年度周防大島町簡易水道事業特別会計予算 

 日程第６ 議案第６号 令和２年度周防大島町渡船事業特別会計予算 

 日程第７ 議案第７号 令和２年度周防大島町水道事業特別会計予算 

 日程第８ 議案第８号 令和２年度周防大島町下水道事業特別会計予算 

 日程第９ 議案第９号 令和２年度周防大島町病院事業特別会計予算 

 日程第10 議案第10号 令和元年度周防大島町一般会計補正予算（第４号）（討論・採決） 

 日程第11 議案第11号 令和元年度周防大島町国民健康保健事業特別会計補正予算（第３号）

（討論・採決） 

 日程第12 議案第12号 令和元年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３ 

            号）（討論・採決） 

 日程第13 議案第13号 令和元年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第４号）（討

論・採決） 

 日程第14 議案第14号 令和元年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）（討

論・採決） 

 日程第15 議案第15号 令和元年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第３号）（討論・

採決） 

 日程第16 議案第16号 令和元年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）

（討論・採決） 

 日程第17 議案第17号 令和元年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）

（討論・採決） 

 日程第18 議案第18号 令和元年度周防大島町水道事業特別会計補正予算（第２号）（討論・

採決） 
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 日程第19 議案第19号 令和元年度周防大島町病院事業特別会計補正予算（第３号）（討論・

採決） 

────────────────────────────── 

本日の会議に付した事件 

 日程第１ 議案第１号 令和２年度周防大島町一般会計予算 

 日程第２ 議案第２号 令和２年度周防大島町国民健康保険事業特別会計予算 

 日程第３ 議案第３号 令和２年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計予算 

 日程第４ 議案第４号 令和２年度周防大島町介護保険事業特別会計予算 

 日程第５ 議案第５号 令和２年度周防大島町簡易水道事業特別会計予算 

 日程第６ 議案第６号 令和２年度周防大島町渡船事業特別会計予算 

 日程第７ 議案第７号 令和２年度周防大島町水道事業特別会計予算 

 日程第８ 議案第８号 令和２年度周防大島町下水道事業特別会計予算 

 日程第９ 議案第９号 令和２年度周防大島町病院事業特別会計予算 

 日程第10 議案第10号 令和元年度周防大島町一般会計補正予算（第４号）（討論・採決） 

 日程第11 議案第11号 令和元年度周防大島町国民健康保健事業特別会計補正予算（第３号）

（討論・採決） 

 日程第12 議案第12号 令和元年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３ 

            号）（討論・採決） 

 日程第13 議案第13号 令和元年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第４号）（討

論・採決） 

 日程第14 議案第14号 令和元年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）（討

論・採決） 

 日程第15 議案第15号 令和元年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第３号）（討論・

採決） 

 日程第16 議案第16号 令和元年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）

（討論・採決） 

 日程第17 議案第17号 令和元年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）

（討論・採決） 

 日程第18 議案第18号 令和元年度周防大島町水道事業特別会計補正予算（第２号）（討論・

採決） 

 日程第19 議案第19号 令和元年度周防大島町病院事業特別会計補正予算（第３号）（討論・

採決） 
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────────────────────────────── 

午前９時30分開議 

○議長（荒川 政義君）  改めまして、おはようございます。 

 中本議員から欠席の通告を受けております。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付してあるとおりです。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．議案第１号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１、議案第１号令和２年度周防大島町一般会計予算を議題としま

す。 

 補足説明を求めます。中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  議案第１号令和２年度周防大島町一般会計予算について、補足説明

をいたします。 

 予算書及び事項別明細書につきましては、一般会計と特別会計で別冊となっております。一般

会計の予算書を御用意願います。 

 それでは、一般会計予算の補足説明をさせていただきます。 

 予算書の１ページをお願いいたします。 

 第１条におきまして、歳入歳出予算の総額を１３８億９,５００万円と定めております。対前

年度比３.４％、４億９,２００万円の減額予算となっております。 

 第２条、地方債は、１０ページの第２表のとおり、それぞれの事業実施にあたり起こすことの

できる地方債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を定めるものであり、その限度

額を１４億９,１４０万円と定めるものでございます。 

 第３条は、地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の最高額を３０億円と定

めております。 

 第４条は歳出予算の流用でございますが、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができ

る場合は、同一款内における給料等の項間の流用と定めるものでございます。 

 それでは、事項別明細書により、順を追って歳入歳出予算の主なものにつきまして御説明をさ

せていただきます。 

 まず歳入でございます。事項別明細書の５ページをお願いいたします。 

 １款町税の１項町民税は、５億１,４０９万９,０００円を計上いたしました。前年度の課税状

況等を考慮し、対前年度比１,３７０万１,０００円の減額計上でございます。 

 ２項固定資産税は、家屋と償却資産の課税部分について増額が見込まれることから前年度比
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７２９万５,０００円増の６億６,９２７万１,０００円の計上でございます。 

 ６ページの３項軽自動車税１目環境性能割は、前年度から新規に計上されておりますが、本年

度は対象期間が１年間通してと増えたことにより増額となっております。 

 また、４項たばこ税、５項入湯税につきましては、令和元年度の調定額を参考に積算し、計上

しております。 

 ７ページの２款地方譲与税から、９ページ、９款地方特例交付金までは、いずれも令和元年度

の決算見込みと地方財政見通しを基に、試算し計上をしておりますが、２款地方譲与税３項森林

環境譲与税は、令和元年度６月補正にて計上いたしました譲与税であり、６款法人事業税交付金

は、地方法人特別税・譲与税制度の廃止に伴う市町村分の法人住民税割の減収分の補てん措置と

して、法人事業税の一部が都道府県から市町村に交付される交付金となっており、新規の計上と

なっております。 

 １０款地方交付税は、前年度より１億円増額の７４億６,０００万円を計上しております。合

併算定替えの終了に伴う減額の影響もございますが、地方財政計画上の伸びや決算見込み分も増

額計上となっております。また、特別交付税は前年度と同額の６億１,０００万円となっており

ます。また、臨時財政対策債を含めた広義の地方交付税額は、対前年度比０.８％、６,０００万

円の増額となっております。 

 １１款交通安全対策特別交付金は、前年並みの３００万円を計上いたしました。 

 １０ページ、１２款分担金及び負担金１項分担金は、県営事業により戸田地区の耕作放棄地解

消発生防止基盤整備事業の分担金２２６万７,０００円の計上でございます。 

 ２項負担金は、老人保護措置費負担金として、３,５６６万３,０００円、児童福祉費負担金は

保育料でございますが、私立保育所の広域入所分の保育所利用者負担金７５万６,０００円の計

上が主なものでございます。 

 なお、この保育所利用者負担金につきましては、保護者の皆さんの負担を軽減するために、国

の行う無償化制度にさらに町独自に上乗せして取り組む完全無償化により、大幅な減額となって

おります。 

 １３款使用料及び手数料のうち１項使用料は、町営駐車場、斎場、市民農園、中小企業従業員

住宅、星野哲郎記念館、公営住宅等々、町内各施設の使用料の計上でございます。 

 １４ページ、２項手数料は、戸籍、住民票等の発行手数料、ごみ処理手数料等を合わせて

２,６０３万７,０００円の計上でございます。 

 １５ページ、１４款国庫支出金の１項国庫負担金は、国保基盤安定負担金、障害者自立支援給

付費負担金、私立保育所運営費負担金、児童手当負担金、また、福祉事務所関係経費の児童扶養

手当負担金及び生活保護費負担金などの計上で、総額８億７,３８７万６,０００円の計上でござ
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います。 

 なお、１６ページ、私立保育所運営費負担金につきましては、保育無償化の影響分を考慮し、

増額計上となっております。 

 １７ページの２項国庫補助金のうち、１目総務費国庫補助金では、再編交付金１億１,２６０万

円が主な計上となっております。なお、当初予算案の概要３６ページに再編交付金充当事業を掲

載しております。 

 ２目民生費国庫補助金は、前年度のプレミアム付き商品券事業の完了による大幅な減額となっ

ております。 

 ３目衛生費国庫補助金は、合併浄化槽設置補助に係る循環型社会形成推進交付金や、がん検診

総合支援事業補助金等を、４目農林水産業費国庫補助金は、海岸保全施設整備事業補助金

３,４９５万円の計上でございます。 

 ５目土木費国庫補助金は、町道真宮線道路改良事業や赤石橋改築事業に係る活力創出基盤整備

交付金１億２,２３０万７,０００円の計上でございます。 

 １８ページ、６目消防費国庫補助金は、耐震診断や耐震改修に対する住宅・建築物耐震改修等

事業交付金２３０万円となっております。 

 ７目教育費国庫補助金は、小学校費補助金において購入を計画しておりますスクールバス２台

分の補助金、また、中学校費補助金においては、統合中学校の既存校舎改築に関する交付金が主

なものでございます。 

 ３項国庫委託金は、基礎年金等に係る事務委託金を計上しております。 

 １９ページ、１５款県支出金１項県負担金は、国保基盤安定負担金、障害者自立支援給付費負

担金、後期高齢者基盤安定負担金、私立保育所運営費負担金、児童手当負担金、生活保護費負担

金等、総額４億４,９１７万９,０００円の計上でございます。 

 ２０ページ、２項県補助金のうち、２目民生費県補助金では、福祉医療費補助金、国保負担軽

減対策費助成事業補助金、子ども・子育て支援交付金が主なもので、総額８,５５０万２,０００円

の計上でございます。 

 ３目衛生費県補助金は、広域水道出資債元利補給金３,６８２万７,０００円の計上が主なもの

であり、総額５,５７９万９,０００円となっております。 

 ２１ページ、４目農林水産業費県補助金は、農業費補助金では、中山間地域等直接支払交付金

事業補助金、新規就農者確保事業補助金、新規就業者等産地拡大促進事業補助金が、水産業費補

助金では、海岸保全施設整備事業補助金、水産物供給基盤機能保全事業補助金が主な計上で、総

額１億３,２０１万４,０００円の計上となっております。 

 ２２ページ、５目商工費県補助金は、生活交通路線維持負担金への補助金及び広域消費生活セ
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ンター運営等に係る山口県消費者行政推進事業費補助金でございますが、新規に、ゆめはな開花

プロジェクト推進事業補助金の計上、６目消防費県補助金は民間建築物耐震改修等推進事業費補

助金の計上でございます。 

 また、７目教育費県補助金では、部活動の指導や地域連携担当教職員を補助するための補助金

として、部活動指導員配置事業補助金及び地域アシスタント事業補助金、国際交流推進事業補助

金等を計上しております。 

 ２３ページ、３項県委託金の１目総務費県委託金につきましては、県税徴収事務委託金や５年

に一度の国勢調査に関する委託金が主なものでございます。 

 ２４ページの５目商工費県委託金は、主に片添ヶ浜海浜公園の指定管理料として３,０８２万

８,０００円を計上しております。 

 ６目土木費県委託金は、水門、樋門の管理委託金の計上が主なものであり、２５ページ、７目

消防費県委託金は、防災センターの指定管理料２,７０４万円を計上いたしております。 

 １６款財産収入では、財産運用収入として土地及び建物の貸付収入、教員住宅家賃収入及び各

基金の利子収入を計上しております。また、２７ページの１７款寄附金は、ふるさと寄附金

１,５００万円が主なものでございます。 

 １８款繰入金は、財政調整基金２億３,１７０万２,０００円、公債費の償還に充てる減債基金

繰入金１億２,７００万１,０００円、各種福祉事業に充当する福祉振興基金繰入金１,４９４万

７,０００円、ちびっ子医療費助成事業基金１,８８２万８,０００円、観光振興事業助成基金

１,１４６万８,０００円、福祉医療費一部負担金助成事業基金１,１３７万１,０００円、ふるさ

と応援基金５３９万７,０００円、２８ページ、ＣＡＴＶ加入促進事業基金１４０万円、外国語

活動推進事業基金８２８万３,０００円を、それぞれの基金条例の目的に応じ、取り崩すことと

しております。 

 なお、財政調整基金繰入金については、前年度に積み立てました災害対策寄附金として皆様か

らいただきました温かい御支援８,３００万円につきまして取り崩しを行い、地域振興券発行事

業や道の駅への遊具の整備、学校給食用非常食や各学校への図書購入経費へ充当しております。 

 また、地方創生につなげる取り組みに充当するため、町独自のまち・ひと・しごと創生基金を

９,１５５万円、周防大島高等学校通学支援費給付事業に充てるための周防大島高等学校通学支

援費給付基金５００万円、医師不足を解消するため、再編交付金を財源として積み立て、病院事

業局への繰出金の財源とするため、医療確保対策事業基金繰入金９,２６０万円を計上いたして

おります。 

 なお、各基金の令和元年度末における基金残高見込みは、当初予算案の概要の８ページに掲載

しております。 
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 １９款繰越金は、前年度と同額１,０００万円の計上となっております。 

 ２９ページ、２０款諸収入３項貸付金元利収入は、中小企業勤労者小口資金貸付金、３０ペー

ジ、地域総合整備資金貸付金等の元利または元金収入の計上でございます。 

 ４項雑入では、学校給食収入４,３９７万４,０００円、雑入において、福祉医療費高額払戻金、

有害鳥獣捕獲分担金、ごみ収集袋売上代金、片添ヶ浜施設使用料、指定管理者町納付金等が主な

ものでございますが、３４ページ、新規の、ゆめはな開花プロジェクト推進事業に対する助成金

９０万６,０００円を含む総額１億８,４３３万９,０００円の計上となっております。 

 ３５ページからは、２１款町債でございます。 

 主に３目過疎対策事業債において、３６ページ、若者定住住宅建設事業や医療対策事業及び周

防大島町独自の施策となっております保育所完全無償化事業等を計上しております。総額１４億

９,１４０万円の計上で、前年度比３億２,６５０万円、１８.０％の減額となっております。 

 以上が歳入でございます。 

 続きまして、歳出の主なものを御説明いたしますが、令和２年度当初予算においては、定住促

進対策事業補助金や郡体育協会補助金など５つの補助金につきましては、全部又は一部の直営化

を行っております。 

 また、会計年度任用職員制度の開始に伴い、７節の賃金が廃止となったことから、前年度の支

出科目の節番号が７節以降１つずつ繰り上がっております。 

 ３９ページをお開き願います。 

 １款１項１目議会費は、総額９,８３５万円の計上で、職員人件費及び議員報酬、議会運営経

費等が主なものでございます。 

 ４１ページの２款総務費１項総務管理費１目一般管理費の職員人件費は、特別職、一般職

５９名分の給料、各種手当、共済費のほか、退職手当組合負担金等を合わせ、５億８,９４５万

５,０００円の計上でございます。 

 ４２ページの行政一般経費につきましては、６,００７万８,０００円の計上でございますが、

町長交際費においては２０％減の２００万円の計上となっております。 

 ４４ページ、契約監理一般経費では、契約・工事管理システムの運用経費が主なものでござい

ます。 

 ４５ページ、２目文書広報費のうち文書広報事業費は、広報誌作成経費、情報公開関係経費及

びワンテーマディスカッションに係るものが主なものでございます。 

 ４６ページ、情報通信施設管理経費は、防災行政無線の維持管理に係る経費を、地域情報通信

基盤整備推進事業では、ケーブルテレビの行政チャンネルである周防大島チャンネルの番組制作

委託料及びＣＡＴＶ加入促進事業補助金等を計上しております。 
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 ４８ページ、５目財産管理費、財産管理一般経費は、公共施設及び公用車の保険料等の計上の

ほか、指定管理を行っている施設の協定に基づき、町が行うべきものなど町有財産の緊急的に対

応すべき修繕費として５００万円、工事請負費５００万円、備品購入費として２００万円を一括

して計上しております。 

 基金管理経費は、基金利息を積立金として基金に積み立てるものでございますが、再編交付金

を財源とした医療確保対策事業基金の積立金も計上いたしております。 

 ５０ページ、６目企画費企画一般経費は、４,８５７万８,０００円の計上でございます。ここ

では、令和２年度に終期を迎えます総合計画、総合戦略及び男女共同参画に関する策定業務の委

託料を新規に計上いたしております。各町有施設の統合、廃止等を個別に計画する経費につきま

しても新規の計上となっております。 

 ５２ページ、周防大島高校を支援する会補助金、起業教育研究センター補助金及び移住者向け

空き家バンク登録推進事業補助金等を計上するとともに、イベントの共同開催や行政事務の広域

処理の研究協議に取り組む柳井地区広域行政連絡協議会、広島広域都市圏協議会の負担金を計上

しております。 

 また、５３ページ、大学等連携地域活性化事業補助金は、大学との連携により、大学生のフ

ィールドワークによる地域課題の発見や問題解決のスキル向上を目指し、地域の活性化や経済効

果が期待できる事業として新規の計上でございます。 

 なお、定住促進対策事業補助金につきましては、定住対策事業の直営化により直接町から支出

することとしており、各費目への計上をいたしております。 

 ふるさと応援事業は、ふるさと寄附金に係る事業を計上するもので、寄附金の受付から返礼品

の登録、寄附の受領証明書の作成や送付等を一括して外部に委託することとしており、ふるさと

応援基金の活用につきましては、五条の千本桜整備事業や瀬戸公園整備工事に充当する予定とし

ております。 

 海域保全管理事業は、地家室園地における拠点施設整備に向けた基本構想策定業務を新規に計

上しております。 

 ５４ページ、企業誘致対策事業は、町内に企業誘致をすることで、仕事や人の流れを創出し、

若年層の定住を促進しようとするもので、現在利用している旧和田小学校に関する経常経費

１４４万円の計上でございます。 

 ５５ページ、若者定住促進住宅用地整備事業は、東和地区での用地貸付に関する維持管理経費

を計上しております。 

 また、若者定住促進住宅建設事業は、若者の定住を促進するため大島地区へ若者向け住宅の建

設を行うもので、第２期４戸分の建設工事費及び第３期の用地購入経費の計上でございます。 
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 ７目支所及び出張所費では、１億２,１１５万７,０００円を計上しており、各庁舎の維持管理

のほか、工事請負費、原材料費、小規模施設整備事業補助金により、防災減災対策をはじめ、地

域住民からの要望に迅速に対応しようとするものでございます。 

 また、各出張所経費には会計年度任用職員の報酬、施設の維持管理経費を計上しております。 

 ６４ページには、定住対策の一環として、空き家を町で一括借り上げして移住者や町内外の若

者へ住居の提供を行う、空家有効活用事業に８０５万７,０００円を計上しております。 

 ６５ページの８目電子計算費は、各庁舎を結ぶＬＡＮシステムの通信運搬費、電算システムの

保守料及び借上げ料等１億５,６３３万９,０００円の計上となっておりますが、６６ページ、ク

ラウド化によるシステムのデータ移行を行うやまぐち自治体クラウド整備業務を新規に計上して

おります。 

 ６７ページの９目地域振興費、地域づくり推進事業は、自治会振興奨励金、地域づくり活動支

援補助金の計上であります。地域おこし協力隊経費、６９ページ、集落支援員経費、７０ページ

の町人会経費は、それぞれ必要な経費の計上でございます。 

 １０目交通安全対策費につきましては、交通安全に係る啓発経費、交通安全協会への負担金の

計上でございます。 

 なお、大島郡交通安全対策協議会につきましては、町が直接支出することといたしております。 

 ７１ページ、１１目諸費は、４８７万２,０００円の計上ですが、県市町総合事務組合をはじ

めとする各種団体への負担金が主なものでございます。 

 ７２ページからは、２項徴税費でございます。 

 ７３ページ、１目税務総務費の税務一般経費は、主に返還金や償還金等の経費４７０万円を含

む６２４万８,０００円の計上、７４ページ、２目賦課徴収費につきましては、納税通知書の印

刷及び郵送等に係る経費や、公用車の購入経費等として、１,５０８万８,０００円の計上でござ

います。 

 ７５ページの、３項戸籍住民基本台帳費の戸籍住民基本台帳一般経費につきましては、

７７ページ、令和５年度から戸籍とマイナンバーを連動させるため、システム改修が必要となる

ことから、戸籍システム改修等の改修経費の新規計上でございます。 

 ７８ページからは４項選挙費でございますが、２目町長選挙費は、１１月１３日に任期満了を

迎える周防大島町長の選挙経費の計上、７９ページ、３目町議会議員選挙費は、同様に１１月

１３日に任期満了となります周防大島町議会議員の選挙経費について新規の計上となっておりま

す。 

 ８１ページ、５項統計調査費は、５年に一度の国勢調査をはじめとする農林業センサスや経済

センサス、工業統計調査等の経費１,６２２万円の計上でございます。 
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 ８３ページの６項監査委員費は、監査委員報酬ほか１６８万１,０００円の計上でございます。 

 続きまして、３款民生費でございます。 

 まず、１項社会福祉費でございます。 

 １目社会福祉総務費におきまして、社会福祉総務一般経費では、主に８５ページ、町社会福祉

協議会への補助金４,３４３万８,０００円を含む５,３９３万円を計上いたしました。 

 民生委員児童委員会経費は、民生委員児童委員の活動費として１,５０１万８,０００円を計上

しております。 

 福祉医療事業は、１億１,８８３万７,０００円の計上ですが、福祉医療費一部負担金助成事業

基金を充当しての予算計上でございます。 

 ちびっ子医療費助成事業は、１,３８７万３,０００円を計上いたしておりますが、小学生以下

の全ての子供の医療費を無料化するものでございます。 

 また、８６ページ、中学生医療費助成事業は、ちびっ子医療費助成事業の対象を拡充し、中学

生までを対象として医療費の無料化を行うもので、５３９万１,０００円の計上でございます。 

 福祉センター運営経費は、久賀福祉センターの管理運営経費の６７５万９,０００円の計上と

なっております。 

 ８８ページ、社会福祉施設整備事業経費は、施設の借地料等３１６万７,０００円の計上、

８９ページ、生活困窮者自立支援事業は、主に生活困窮者自立支援法に基づき、相談支援員を配

置する経費を計上しております。 

 ９０ページ、２目障害福祉費の障害福祉一般経費につきましては、令和２年度に終期を迎える

障害者福祉計画の策定に係る経費及び９１ページの、町外就労訓練事業所へ通うために要する交

通費を助成する障害者就労訓練施設通所交通費助成事業が主なものでございます。 

 障害者地域生活支援事業は、１,３６３万１,０００円を計上し、障害者への訪問入浴サービス

事業、障害者相談支援事業、移動支援事業等の委託、また、日常生活用具給付事業、自動車運転

免許取得費助成事業等として、それを扶助するものでございます。 

 ９２ページ、障害者自立支援給付費事業は、４億１,５３６万５,０００円の計上でございます

が、負担金、補助及び交付金において、障害者に対する在宅でのサービスや施設への入所、通所

に要する介護給付費・訓練等給付費の３億９,５１６万４,０００円が主なものとなっております。 

 ９３ページ、更生医療事業は１,４２０万２,０００円の計上、特別障害者手当等給付事業は、

福祉事務所設置に伴うもので、特別障害者手当及び障害児福祉手当５６８万２,０００円を扶助

費として計上しております。 

 また、９４ページ、障害児施設給付費事業は、障害児通所給付費が主なもので、１,８４２万

６,０００円の計上となっております。 
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 ９５ページからの、３目老人福祉費、老人福祉一般経費は、はり・きゅう等施術助成事業、ね

たきり老人等紙おむつ助成事業の扶助費が主なもので１,２４３万４,０００円の計上でございま

す。 

 ９６ページの老人福祉事業は、高齢者生活福祉センターしらとり苑及び和田苑の指定管理料及

び養護老人ホームの入所に対する老人保護措置費を計上いたしております。 

 敬老会事業は、高齢者を対象に実施いたします敬老会の経費の計上、９７ページ、介護予防・

地域支え合い事業（補助）につきましては、単位老人クラブへの補助金及び老人クラブ連合会が

実施する健康づくり事業等、老人クラブへの補助金でございます。 

 また、介護予防・地域支え合い事業（単独）は、町が単独事業として取り組む事業に係る予算

１,０５５万円の計上でございますが、食の自立支援事業、緊急通報システム事業、老人クラブ

に対する高齢者の地域活動等事業補助を実施するものとなっております。 

 県後期高齢者医療広域連合事業は、４億１,８１０万６,０００円を計上しており、９８ページ、

医療給付費の一部を負担する後期高齢者療養給付費等負担金は、４億１,６６０万７,０００円の

計上でございます。 

 ４目国民年金費、国民年金一般経費は、国民年金の受付業務等を行う経費を計上いたしており

ます。 

 ９９ページ、５目介護保険対策費、介護保険対策事業は、クラウド対応の介護保険データ抽出

業務１,３４９万７,０００円を計上、介護予防一般経費も同様に、１００ページ、包括支援セン

ターシステムのデータ抽出業務６０５万円が主なものでございます。 

 １０１ページの２項児童福祉費１目児童福祉総務費のうち、児童福祉総務一般経費では、各保

育所月２回程度の開催を予定しております保育所英語講師派遣事業として、講師への報償費等が

主な計上でございます。 

 １０２ページの児童福祉事業は、町内児童クラブの運営委託料、子育て支援センターを運営委

託する地域子育て支援拠点事業委託料及び母親クラブへの助成金の計上、児童公園等管理経費は、

福祉課が管理しております児童公園等の維持管理経費の計上でございます。 

 １０３ページ、児童館運営経費は、久賀福祉センター２階に設置しております児童館に関する

経費５０７万１,０００円の計上でございます。 

 １０４ページ、家庭児童相談援助事業は、福祉事務所の設置に伴う事業で、家庭児童相談室に

配置する家庭相談員に要する経費が主なものでございます。 

 ２目児童措置費の児童手当事業は、児童手当の給付に要する事務費と給付費、合わせて１億

１,７８１万３,０００円の計上でございますが、給付額はこれまでどおり、３歳未満児には月額

１万５,０００円、３歳以上小学校終了前までは月額１万円で、第３子以降は月額１万５,０００円、
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中学生は月額１万円、所得制限以上世帯は月額５,０００円となっております。 

 １０５ページ、３目母子福祉費は、福祉事務所の設置に伴う事業で、４,７１７万１,０００円

の計上となっております。 

 児童扶養手当事業は、ひとり親世帯等の養育支援で、児童扶養手当の扶助費４,０９０万

４,０００円が主なものとなっております。 

 母子家庭等自立支援給付金事業は、母子家庭等の自立のための就業支援を行うもので、扶助費

１８８万円の計上、母子・父子自立支援相談事業は、母子・父子自立支援に係る相談事業を実施

するもので、母子・父子自立支援員への報酬が主なものでございます。 

 また、１０６ページ、母子生活支援施設措置委託事業は、心身と生活を安定させるため母子生

活支援施設へ入所措置をとった場合の、施設への支弁経費の計上でございます。 

 ４目保育所費は、町内２カ所の町立保育所の運営費として、人件費を含め１億３０７万

８,０００円の計上でございます。 

 なお、１０８ページ、日良居保育所運営経費につきましては、指定管理制度により運営してお

り、指定管理料等で５,４２７万６,０００円を計上しております。 

 ５目保育所運営費は、私立保育所運営委託料、障害児保育事業、延長保育促進事業、保育士等

の研修を支援する子ども・子育て支援体制整備総合推進事業の各補助金の計上で、総額４億

１０２万７,０００円でございます。 

 １０９ページ、３項生活保護費は、福祉事務所設置に伴う事業の計上でございます。 

 １目生活保護総務費では、生活保護等関係事務に要する職員人件費３,９５３万円、１１０ペー

ジ、事務経費として生活保護総務一般経費４５２万３,０００円を計上しており、嘱託医への報

酬、システムの保守管理業務委託料が主なものでございます。 

 ２目扶助費は、生活保護費関係の扶助費３億２,４６７万９,０００円の計上となっております

が、主に世帯数及び受給者数の減による減額の影響により、前年度比１,８９１万９,０００円の

減額計上となっております。 

 なお、１１１ページ、災害救助費、被災者支援事業は、事業の完了により皆減といたしており

ます。 

 続きまして、４款衛生費１項保健衛生費でございます。 

 １目保健衛生総務費のうち、１１２ページ、保健総務一般経費は１,８０７万円の計上ですが、

引き続き、「ちょび塩でおいしく、運動・活動で元気に！」をキャッチフレーズに、減塩と運動

に重点を置いて取り組む健康増進計画推進事業経費及び令和２年度に終期を迎える健康増進計画

のアンケート調査業務についても、この事業において計上しております。 

 １１４ページ、母子保健事業は、１,１９８万９,０００円を計上し、妊婦一般健診等の健診事
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業に加え、保育所等の集団生活や集団行動が苦手な就学前児童に対して、発達特性に応じた支援

を行う５歳児発達相談事業や、特定不妊治療費助成金につきましても、引き続き実施することと

しております。 

 また、１１５ページに、産後も安心して子育てができるよう、心身のケアや健診を行う産後ケ

ア事業や産婦健診も計上しております。 

 １１６ページの救急医療体制事業は、１,６０８万４,０００円を計上し、町内の一次救急であ

る休日医療体制及び二次救急である柳井広域圏の救急医療体制の確立を図るものでございます。 

 救急告示病院である周東総合病院への運営費負担金や、医療機関において安心して出産できる

環境を確保するための周産期医療支援事業及び産科医確保支援事業の補助金及び周産期医師確保

支援事業補助金を計上しております。 

 １１７ページ、しまとぴあスカイセンター管理経費は、施設を管理するための経費３９３万

３,０００円の計上でございます。 

 また、日良居庁舎管理経費は、庁舎の維持管理に係る経費で、４９０万６,０００円を計上す

るものでございます。 

 １１８ページ、２目予防費の健康増進事業は、３２１万５,０００円を計上し、要保護者の健

康診査、節目検診としての骨粗しょう症や肝炎ウイルス検診、４０歳から６９歳の住民の方々を

対象とした食塩摂取量調査の経費を計上しております。 

 １１９ページ、検診事業は、２,７１８万１,０００円の計上でございます。がん検診や脳ドッ

ク検診の経費を計上しており、子宮がんや乳がん検診では、受診率を高めるため、医療機関での

個別検診を実施することとしております。 

 また、簡易脳ドック検診は、町独自の取り組みで、４０歳から６０歳までの５歳刻みの節目到

達者を対象に、受診料を助成し、脳梗塞をはじめとする脳疾患の早期発見を目指すものでござい

ます。 

 予防接種事業では、３,９３５万６,０００円を計上し、小児に対する４種混合、日本脳炎など

のほか、高齢者のインフルエンザ、６５歳から５歳ごとの節目を対象とする成人用肺炎球菌ワク

チンの予防接種、風しんの抗体検査、予防接種を実施します。 

 また、子育て支援任意予防接種事業といたしまして、乳幼児が受ける予防接種でロタウイルス、

おたふくかぜの予防接種について、費用の半分を助成することとしております。 

 １２１ページ、３目環境衛生総務費、環境衛生総務一般経費は、５１２万７,０００円の計上

でございます。現在使用されていない町内４カ所の急速充電設備の解体撤去工事費について新規

に計上、また、町快適環境づくり推進協議会費用について、町から直接支出することといたして

おります。 
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 １２２ページ、水道対策事業は、柳井地域広域水道企業団への補助金及び出資金７８万

２,０００円の計上、合併浄化槽設置事業におきましては、下水道等処理区域との格差是正及び

汚水処理人口普及率の増大を目的として、町単独の嵩上げ補助を行っております。 

 １２３ページ、４目火葬場費は、３,１４０万円を計上し、町内の斎場の管理運営を行うもの

でございます。 

 １２６ページからは、２項清掃費でございます。 

 １目清掃総務費、久賀東庁舎維持管理事業は、久賀東庁舎の維持管理経費４０５万２,０００円

を計上しております。 

 １２７ページ、２目じん芥処理費のうち、じん芥処理経費は主に廃棄物収集のための経費とし

て７,８１５万２,０００円の計上でございます。 

 １２８ページ、じん芥処理施設管理経費は、清掃センターの維持管理経費として、１億

７,２９９万９,０００円の計上ですが、施設の長寿命化を図るため、修繕費５,８８０万円、

１２９ページ、施設の運転管理の委託料４,９５９万１,０００円、また、２０年を経過した電気

計装設備について、デジタル化を図り、運転機能を向上させるための改修経費２,１１２万円を

計上しております。 

 不燃物処理施設管理経費は、環境センターの維持管理を行うため、５,５１６万９,０００円を

計上しておりますが、１３１ページ、有価物として売却しております小型家電を含む金属類につ

いて、小型家電等の引き取りが困難となったことから、小型家電リサイクル法に基づき、認定事

業者に再資源化を委託する経費として２６６万２,０００円を新規計上しております。 

 ３目し尿処理費、し尿処理経費は、情島、前島、笠佐島のそれぞれの離島におけるし尿処理施

設維持管理等の経費を計上しておりますが、前島のし尿貯留船桟橋の改修工事費を新規に計上い

たしております。 

 １３２ページ、し尿処理施設管理経費の８,５９３万３,０００円は、衛生センターの維持管理

経費でございます。清掃センターと同様に、施設の運転管理の外部委託により効率的な運用を図

ることとしており、施設の延命化を図るため修繕費１,９５７万４,０００円を計上しております。 

 次に、５款農林水産業費でございます。 

 １３４ページ、１項農業費１目農業委員会費、農業委員会一般経費は、農業委員及び農地利用

最適化推進委員の報酬及び委員会の運営経費でございますが、１３５ページ、農家農地ＧＩＳシ

ステム人・農地プラン実質化対応業務は、国からの指示により農地の基盤整備についてアンケー

ト調査を行う経費の新規計上でございます。 

 １３６ページの３目農業振興費の農業振興対策一般経費は、主にルーラルオレンジフェスタ事

業負担金、生改連協議会補助金の計上をしております。 
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 １３７ページ、担い手総合支援事業は、２,２１７万円の計上でございますが、委託料の大島

農業担い手就農支援事業は、かんきつ主体の新規就農希望者の研修支援といたしまして、ＪＡ山

口県周防大島統括本部等の業務の中で、就農に向けた研修を行おうとするもので、２名分

２１６万円の計上、負担金、補助及び交付金においては、担い手育成総合支援協議会への交付金

のほか２,００１万円を計上し、新規就農者の支援を行うものでございます。 

 新規就農者確保事業（営農開始型）では、新規就農者に対し、月額１２万５,０００円の資金

を交付、また、法人が新規就農者に対し、農業就業に必要なノウハウ等を修得させるための取り

組みへの定着支援給付金についても計上しております。 

 特産対策事業では、３,３０９万９,０００円を計上し、主に本町の基幹産業であるかんきつ栽

培等を支援することとしており、病害虫発生防止のための伐採や薬剤の助成等を実施することと

しております。 

 １３８ページ、鳥獣被害防止施設等整備事業補助金は、イノシシの被害対策として設置する防

護柵等の購入費を助成し、大島かんきつ産地継承夢プランの実現に向け、ゆめほっぺなどの高品

質の果実の安定生産を図るため、タイベックマルチ・排水対策事業補助金、ゆめほっぺ比率向上

対策事業補助金も引き続き計上しております。 

 また、新規就業者等産地拡大促進事業補助金によりハウス施設導入に取り組む農業者の負担を

軽減する、ハウス施設導入モデル支援事業補助金を実施することとしております。 

 中山間地域等直接支払事業は、１,１２８万３,０００円の計上で、農地の多面的機能の確保の

ため、３１地区の集落協定地区を対象にした予算計上でございます。 

 １３９ページ、橘地区農産物加工センター管理運営経費から１４１ページの大島地区農産物加

工センター管理運営経費までは、各農産物加工施設の維持管理経費を計上いたしております。 

 農園施設管理経費は、市民農園施設であるガルテンヴィラ大島やクカインガルデンの維持管理

経費でございます。 

 １４２ページ、耕作放棄地解消支援事業は、県営耕作放棄地解消発生防止基盤整備事業の組織

づくり等事業推進に要する戸田地区の事務的な経費の計上、農地中間管理機構事業は、農業の担

い手の経営規模拡大や農用地の集積・集約化、新たな農業経営参入を効率的に促進するため、県

において設置されている農地中間管理機構の業務の一部を受託するものでございます。 

 ４目畜産業費は、東部地区家畜診療所運営への負担金が主なものでございます。 

 １４３ページ、５目農地費の農地一般管理経費は、１,８１１万１,０００円の計上ですが、

１４４ページ、地域からの要望に対応する工事請負費８８０万円が主なもの、また、１４５ペー

ジ、排水施設管理事業は、農林課が所管する排水施設の管理経費ですが、工事請負費へ伊保田排

水機場のポンプ取替経費等を計上いたしております。 
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 県営農業基盤整備事業は、農道保全対策事業、耕作放棄地解消発生防止基盤整備事業として県

が行う事業の負担金を計上するもので、総額５,０５７万５,０００円となっており、広域農道管

理事業は、県から移譲を受けた広域営農団地農道の維持管理経費の計上で、主にはトンネルに係

る設備の維持管理経費でございます。 

 １４６ページ、ため池等管理経費は、ため池のハザードマップ作成業務を新規に計上し、多面

的機能支払事業は、農業や農村が有する水源涵養などの多面的な機能の維持、発揮に努める地域

の協働活動を支援する事業で、２６０万１,０００円の計上でございます。 

 ６目水田営農費は、経営所得安定対策推進事業として６６万３,０００円の計上で、主に現地

確認等に要する経費及び周防大島地域農業再生協議会に対する事務費の補助を計上するものでご

ざいます。 

 １４７ページから１４９ページまでの７目農村環境改善センター費は、蒲野、沖浦、油田、白

木の各農村環境改善センターの管理経費で１,１８８万４,０００円の計上でございます。 

 １５０ページからの２項林業費、１目林業総務費では林業総務一般経費において、遊歩道の整

備や伐採等を行う自然公園施設の環境整備業務を計上しております。 

 １５１ページ、有害鳥獣捕獲事業におきましては、タヌキ、イノシシ等の有害鳥獣を捕獲する

ための委託料１,２５３万円、有害鳥獣パトロール隊関連経費等を計上し、総額２,０７４万

２,０００円となっております。 

 １５２ページ、２目林業施設費、林道施設一般経費は、既設林道の維持補修に関する経費につ

いての計上となっております。 

 １５３ページからは３項水産業費でございます。 

 １目水産業総務費、水産総務一般経費は、県内海東部栽培漁業協会や県漁港漁場協会への負担

金が主なものとなっております。 

 １５４ページ、２目水産業振興費、水産振興対策事業は、７,８２４万５,０００円の計上でご

ざいますが、１５５ページ、ナルトビエイ等の有害生物駆除事業委託料１０９万１,０００円の

計上のほか、負担金補助及び交付金では漁業経営構造改善事業補助金に安下庄地区の生け簀新設

工事への補助金等を計上、また漁業の担い手支援事業補助金１,３４０万６,０００円は、カキ畜

養等のための海産工場建設に関する補助金として新規に計上しております。 

 単県農山漁村整備事業（水産振興）１４１万３,０００円の計上は、たこ産卵施設の設置を行

うもの。１５６ページ、種苗放流育成事業は１,０５３万６,０００円を計上し種苗放流に係る種

苗購入経費等を漁協へ補助金交付するものでございます。 

 漁具倉庫管理経費は、漁具倉庫の維持管理経費５４万１,０００円を計上しており、１５７ペー

ジ、漁場清掃事業は漁業活動中に海底や海浜から収集したごみの運搬処理を行う経費として
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１３３万５,０００円の計上、魚礁設置事業は下田地区及び安下庄地区を予定しております。 

 ３目漁港管理費は１億９,５４７万４,０００円を計上し、町内各漁港施設の維持管理を行うも

のでございます。 

 １５８ページ、漁港施設の補修・改良のための工事請負費につきましては、再編交付金による

陸こう整備工事２,０００万円、機能保全計画に基づく改修工事費を含む１億８,２４０万円を計

上しております。 

 ４目海岸保全事業費は、人件費も含め８,４６４万円を計上し、和田地区の離岸堤等の新設・

改良を実施するものでございます。また、海岸堤防等老朽化対策事業として、海岸保全施設長寿

命化計画の策定に取り組んでおり、１５９ページに油田、前島漁港分の委託料として９４０万円

を計上しております。 

 １６０ページからは、６款商工費でございます。 

１項商工費、１目商工総務費、商工総務一般経費では、１６１ページ、柳井圏域１市４町が共同

して相談窓口を設置する広域消費生活センター負担金等を計上しております。２目商工業振興費、

商工振興事業は、周防大島町商工会への商工振興事業補助金９９５万５,０００円が主なもので

ございます。 

 １６２ページ、交通対策事業は、主に１６３ページ、負担金補助及び交付金の生活交通路線維

持負担金４,４２９万８,０００円の計上、廃止バス路線代替運行事業は６４３万円の計上ですが、

奥畑線に係る生活バス路線対策補助金の計上が主なものでございます。 

 離島交通対策経費は、笠佐航路の運航経費で５３８万６,０００円を計上し、１６４ページ、

ウインドパーク管理運営経費は、５７６万７,０００円を計上しウインドパークの管理運営を行

うものでございます。 

 １６５ページの竜崎温泉管理運営経費は２,３３２万円の計上でございますが、指定管理料

１,３５３万円が主なものとなっております。 

 １６６ページ、ながうらスポーツ滞在型施設管理運営経費は１,９８６万円の計上でございま

す。指定管理料１,７３０万円を計上しております。 

 １６７ページの中小企業従業員住宅管理経費は、維持管理経費として１１０万６,０００円を

計上、陸奥記念館等管理運営経費においては１６９ページに、主にクラゲの展示を充実させるた

めの備品購入費を計上いたしております。 

 また、総合交流ターミナル管理運営経費においては、１７０ページにおいて道の駅サザンセト

とうわレストラン等改修工事や備品購入費、白木公有地を整備し、遊具等を設置する経費を新規

に計上。サンスポーツランド片添等管理運営経費では、老朽化しております逗子青少年旅行村の

管理棟解体経費を新規に計上でございます。 
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 ３目観光費のうち、観光一般経費は４,７０１万６,０００円の計上でございます。 

 １７１ページ、広告料において周防大島の魅力を発信する広島送客誘発型広報事業を。

１７２ページ、負担金補助及び交付金では、観光振興事業補助金やサザンセト・ロングライド負

担金を引き続き計上しておりますが、１年を通じて観光を呼び込むための山と星空のブランディ

ング事業補助金を新規計上しております。 

 体験交流型観光推進事業は４６７万５,０００円の予算計上でございますが、体験型修学旅行

の誘致など体験交流型観光を推進するもので、令和２年度は、今現在２５校３,５００名の受入

れを予定しております。 

 １７３ページ、公園等管理経費につきましては、ビー玉海岸や屋代ダム公園等の管理経費のほ

か、町が県から指定管理者として指定されております片添ヶ浜海浜公園について一般社団法人東

和ふるさとセンターへ再委託する委託料等を計上しております。 

 また、五条千本桜の雑木を伐採し整備を行う経費や飯ノ山展望台改修に関する工事請負費を計

上いたしております。 

 １７５ページ、星野哲郎記念館管理運営経費は、維持管理経費として１,６９２万５,０００円

の計上となっておりますが、星野工房さくらいの機器更新経費を新規に計上しております。 

 １７６ページ、周防大島地域活性化事業は、前年度に積み立てました災害対策寄附金として、

皆さんからいただきました温かい御支援８,３００万円につきまして取り崩しを行い、一人

３,０００円分の地域振興券の発行を行うものでございます。 

 また、ゆめはな開花プロジェクト推進事業は、県や山口県振興協会の補助を受けて実施する事

業で、農林課所管の少人数によるツアーイベント、商工観光課所管の瀬戸内アルプス縦走ウオー

キングイベントの実施準備に関する経費を計上いたしております。 

 次は、７款土木費でございます。 

 １７８ページ、１項土木管理費、１目土木総務費の土木総務一般経費は、関係する各種団体へ

の負担金の計上が主なものでございます。 

 続きまして、１７９ページの２項道路橋りょう費、１目道路橋りょう維持費につきましては、

町道維持管理に係る道路等管理委託料、測量設計委託料、工事請負費、工事原材料費等のほか、

道路拡幅のための土地購入費や物件補償費を計上しております。 

 なお、１８０ページの工事請負費は、５,０００万円を計上し、住民生活に密着した生活道等

の整備にあたるものでございます。 

 また街灯管理事業では、電気料のほか、街灯の補修や新設の経費も併せて計上しております。 

 １８１ページ、２目道路新設改良費の道路新設改良事業におきましては、道路新設改良のため

の委託料、工事請負費、公有財産購入費及び補償、補てん及び賠償金等２億６,９０７万
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２,０００円の計上でございます。 

 継続事業であります町道中村流線道路改良事業の計上、橋りょうにおいては赤石橋の改築工事、

新規に町道真宮線道路改修に係る土地購入費や補償費を計上しております。 

 県事業負担金（道路等）は、道路改良に係る負担金として５０万円を計上。１８２ページ３項

河川費では、１目河川管理費、河川施設管理経費に３８３万３,０００円を計上いたしておりま

すが、水門、陸こうの管理経費が主なものでございます。 

 ２目河川建設費の河川整備事業は６,８０９万６,０００円の計上で、河川の改修や浚渫、支障

木伐採等の工事請負費が主なものでございますが、新規に三蒲地区の渡川排水ポンプの設置工事

費を計上しております。 

 また県事業負担金（河川）では、自然災害防止事業、急傾斜地崩壊対策事業、津波・高潮危機

管理対策緊急事業の県事業負担金として２,３８０万円を計上しております。 

 １８３ページ、４項港湾費のうち、１目港湾管理費は、各港湾の樋門ポンプの管理委託料が主

なもので９７３万８,０００円の計上。２目港湾建設費、県事業負担金（港湾）は、港整備交付

金事業等の県事業負担金として１億８６万４,０００円を計上しておりますが、港整備交付金事

業負担金のうち緊急時に大型船が伊保田港に接岸できるよう接岸設備整備に係る事業負担金を新

規に計上いたしております。 

 １８４ページ、５項都市計画費、１目都市計画総務費は、都市計画に関する受託事務経費とし

て２９万円を計上しております。 

 次に、６項住宅費でございます。 

 １８５ページ、１目住宅管理費、公営住宅一般管理経費は、公営住宅の維持管理のための経費

の計上で２,７０９万９,０００円を計上。 

 １８６ページ、若者定住促進住宅一般管理経費は、小松開作地区に建設された住宅の維持管理

経費３５万６,０００円の計上となっております。 

 続きまして、８款消防費でございます。 

 １８７ページ、１項消防費、１目常備消防経費は、柳井地区広域消防組合への負担金３億

２,０８７万４,０００円の計上でございます。 

 ２目非常備消防費は１億９３２万２,０００円の計上でございますが、１８８ページ、非常備

消防経費は、備品購入費に各地区へ配備するため消防可搬ポンプ５台分を新規に計上いたしてお

ります。 

 １８９ページの３目消防施設費は５５万円の計上でございますが、消防施設の修繕経費が主な

ものとなっております。 

○議長（荒川 政義君）  暫時休憩します。 
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午前10時31分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午前10時42分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  ４目災害対策費のうち災害対策費は１,００５万３,０００円の計上

でございます。 

 １９０ページ、木造住宅の耐震診断の委託料１６０万１,０００円や、自主防災組織の充実を

図るため、自主防災組織等防災訓練補助金９６万円、耐震改修の補助金２００万円及び自主防災

組織防災資機材整備補助金１６０万円を計上しております。防災センター運営費は、県からの指

定管理を受け、大島防災センターの管理運営を行うものであり２,３４８万９,０００円を計上し

ております。 

 １９２ページからは、９款教育費でございます。 

 １項教育総務費２目事務局費のうち、１９４ページ教育総務経費において２,４３０万

８,０００円を計上しております。 

 １９５ページ、負担金補助及び交付金の語学留学負担金は、高校生の語学留学を実施し、参加

者の支援を行うものですが、令和２年度からハワイのカウアイ島へ留学先を変更することとして

おります。 

 １９６ページ、教職員住宅管理経費では、平野教職員住宅のトイレ洋式化に係る改修経費を計

上しております。 

 学校教育経費においては７,４８１万円の予算計上でございますが、生活指導等が必要な児童

生徒に支援を行うため、町内１４校に２２名を配置する特別支援教育支援員や不登校児童生徒を

受け入れ、登校に向けた支援を行うため、適応指導教室支援員の報酬を計上しております。 

 また、１９７ページ報償費において、地域連携担当教員の業務を補助する地域連携アシスタン

ト及び専門的な指導や大会の引率等を行う、部活動指導員の配置に関する経費を引き続き計上し

ております。 

 １９８ページ、学校統合推進経費は、統合中学校の校章のデザインや開閉会式の経費、既存校

舎の改修経費８,６９３万１,０００円を計上、１９９ページ、検定支援事業は町内に住所を有す

る小学５年生から中学３年生を対象に、基礎的、基本的な学習内容の定着や学ぶ意欲や向上心を

育てるため、漢字、数学、英語の検定試験料を各年１回全額助成するものでございます。 

 また、外国青年英語指導事業は、主にＡＬＴ２名による英語指導事業に係る経費の計上でござ

いますが、小学生のイングリッシュデイキャンプや小学校への英語講師派遣を実施することとし
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て、講師への報償費を、また小学校が学校教育の中で英語教育に取り組むグローバル教育推進事

業補助金について計上するものでございます。 

 次に２００ページ、２項小学校費でございます。１目学校管理費の小学校管理事務局経費は、

町内１０小学校の光熱水費、電話料等の通信運搬費、学校警備等の委託料、借地料などの計上で

ございますが、２０１ページ、工事請負費において浮島小学校、安下庄小学校の空調改修経費及

び三蒲小学校ほか４小学校のトイレ洋式化に関する経費を計上しているところでございます。 

 次に、小学校事務局経費は、学校医報酬、各種検診等で６５３万円の計上でございます。ス

クールバス管理運営経費は、スクールバスの管理運営をするための経費７,２５４万円の計上で

ございますが、２０２ページ、備品購入費にてスクールバス２台分を新規に計上しております。 

 また、久賀小学校経費から２０９ページの安下庄小学校経費までは、１０小学校の管理費につ

いて計上しております。 

 ２１０ページ、２目教育振興費、小学校教育振興一般経費では、小学校の就学援助費等の計上、

久賀小学校教育振興経費から、２１５ページの安下庄小学校教育振興経費は、各小学校の教材備

品購入等に係る経費の計上でございます。 

 なお、各学校への災害対策寄附金を積み立てた財政調整基金を活用した図書購入経費１５万円

を新規計上いたしております。 

 ２１６ページ、３項は中学校費でございます。１目学校管理費、中学校管理事務局経費は

２,３２９万８,０００円を計上しており、主に光熱水費、借地料等の管理経費でございます。 

 中学校事務局経費は、学校医の報酬、各種検診、遠距離通学補助が主なものとなっており、

２１７ページの久賀中学校経費から２２０ページの安下庄中学校経費までは、４中学校の管理費

の計上でございます。 

 ２目教育振興費、中学校教育振興一般経費は１,０３８万円の計上となっております。県体等

派遣補助金、中高一貫教育補助金、就学援助費等の計上でございます。久賀中学校教育振興経費

から２２２ページの安下庄中学校教育振興経費までは各中学校の教育振興経費で、教材備品購入

経費等を計上しております。 

 次に、２２３ページ、４項社会教育費でございます。１目社会教育総務費、社会教育振興経費

では、社会教育課及び各公民館の会計年度任用職員の報酬６９５万３,０００円、スポーツ・文

化等の全国大会への参加者を激励するための報償費５０万円の計上でございます。 

 ２２４ページの青少年健全育成事業では、学校・家庭・地域の連携協力推進を行う学校支援地

域本部事業委託料や成人式の開催経費、子ども会育成連絡協議会補助金、町内小学校の６年生を

対象に実施する洋上セミナーの補助金などを計上しております。 

 ２２５ページの人権教育推進事業では、人権教育を幅広く推進することを目的に実施する、町
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人権教育推進大会、人権教育講座の実施や人権教育推進委員会の開催に１０８万３,０００円を

計上いたしております。 

 ２２６ページのふるさと文化推進事業では、文化的な活動により、地域の活性化を図る事業を

公募選定し活動支援する、周防大島町文化振興事業補助金を計上しております。 

 ２２７ページからの２目公民館費は、久賀、椋野、大島、東和、橘、日良居の各公民館及びか

んころ楽園の管理運営経費を計上し、生涯学習の推進を図るものでございますが、２２９ページ

の椋野公民館運営経費については、椋野公民館の下水道接続に関する工事請負費１２６万

２,０００円を新規に計上しております。 

 また、２３０ページ、東和公民館運営経費に東和公民館の解体に関する経費として、委託料及

び工事請負費に６,１８２万８,０００円を計上いたしております。 

 ２３２ページ、３目図書館費では、各図書館の運営経費、図書購入費を計上しております。 

 ２３５ページ、４目文化財保護費は文化財保護活動に係る経費１１１万６,０００円の計上で

ございます。 

 ２３６ページ、５目社会教育施設費は大島文化センターのほか、町内の各種社会教育施設の管

理運営経費として６,４２９万１,０００円の計上でございますが、２３９ページの学習等共用施

設管理経費には、椋野北地区の学習会館の下水道接続に関する工事請負費１４７万２,０００円

を新規に計上しております。 

 また、２４０ページからの宮本常一記念館管理運営経費では、宮本常一没後４０周年を記念し、

「宮本常一選書 世間師たち」と題した本の出版を計画しております。 

 次に、２４２ページからは、５項保健体育費でございます。 

 ２４３ページ、１目保健体育総務費、保健体育一般経費では、スポーツ推進委員報酬等のほか、

東京２０２０オリンピック・パラリンピック山口県聖火リレー実行委員会負担金を計上しており

ます。 

 また、２４４ページ、教育委員会主催行事事業費は、前年度まで郡体育協会補助金及び観光振

興事業補助金として予算計上しておりました補助金を、町から直接支出することとしたものでご

ざいます。 

 ２４５ページ、２目体育施設管理費は、各種体育施設の管理運営経費の計上でございます。 

 ２４８ページ、総合体育館・陸上競技場管理運営経費は、指定管理料１,７１４万２,０００円

の計上のほか、維持管理に必要な経費を計上しております。 

 ２４９ページ、３目学校給食費は、町内４カ所の学校給食センターの管理運営経費１億

２,２３０万円５,０００円の計上でございますが、町内４カ所の学校給食センターにつきまして

は、全て外部委託による調理、配送業務を行っているところでございます。なお、各学校給食セ
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ンターへ災害対策寄附金を積み立てた財政調整基金を活用した非常食購入経費を新規に計上いた

しております。 

 ２５４ページの１０款災害復旧費は、１項農林水産業施設災害復旧費に２万円の計上、２項公

共土木施設災害復旧費も２万円計上いたしております。 

 １１款公債費では、町債の償還元金１７億４,５８０万円及び２５５ページ、利子１億

１,２２２万３,０００円に一時借入金利子として１０万円を見込み、合わせて１８億５,８１２万

３,０００円の計上でございます。対前年度比２,８６６万５,０００円の減額となっております。 

 １２款諸支出金１項繰出金１目繰出金では、説明欄にありますとおり、国民健康保険事業特別

会計から２５６ページの下水道事業特別会計まで、各特別会計への繰出金として３４億２,５７２万

４,０００円を計上しております。 

 なお、令和２年度から下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、漁業集落排水事業特

別会計３会計が、企業会計として下水道事業特別会計に移行されることから、移行年度に発生す

る未払金及び損益勘定留保資金への計上分の影響等により、大幅な増額となっております。 

 また、予備費では３,０００万円を計上しております。 

 ２５７ページからは給与費明細書であります。 

 ２６６ページは、地方債に関する調書、２６７ページからは、債務負担行為に関する調書とな

っております。 

 以上で、議案第１号令和２年度周防大島町一般会計予算について、補足説明を終わります。 

何とぞ慎重なる御審議の上、御議決賜りますようお願い申し上げ、補足説明を終わります。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。 

 質疑につきましては、歳入歳出と歳出を分け、それぞれ一括質疑で行います。なお、質疑につ

きましては、ページの御指示をお願いをいたします。歳入について質疑はございませんか。 

 砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  こっちの予算案の概要のほうの３ページが一番質問の中身に近い

かなと思いますが、地方交付税についてですが、昨年からといいますか、今年度から２０２０年

度は一本化算定になると、これまでの合併による算定替えがゼロになって、地方交付税が大きく

減らされるんではないかという予測をしていましたが、ふたを開けてみると、逆に１億円増えて

いると、総額で、これは地財計画そのものがもう枠は増えたので、当然、地方に分配される地方

交付税は増えるということになりますし、新たに町長のきのうの施政方針の中の地域社会再生事

業費、国費でいえば４,２００億円が増えたということもあったりして、結果として地方交付税

の総額は増えるということになりました。これについては、もちろん一本化算定もこの中に入っ

ている、影響額は入っているというふうに思いますが、全体としていろんな国の政策の中もそう
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いう影響もあって、結果的にこういうふうに、予算ベースではありますが１億円増えたというこ

とについては、今年度の予算執行で町長はさかんに積極、果敢に事業を見直しを行っていくとい

うこともおっしゃっていました。新たな事業も展開をされるということも表明されましたが、今

年度の地方交付税がこういう結果になったということについて、町長としてはどういうふうにお

考えでしょうか。 

 それから、もちろんまだ今から人口が、ことし人口調査がされるということで、その影響が今

から出てくるということも勘案しなければいけないと思いますが、その辺の町長としてのこの地

方交付税の２０２０年度にあたっての１億円増えたということについて、どういうふうにお考え

なのか伺います。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  砂田議員さんの地方交付税の積算根拠ということではないかと思います

が、詳しく地方交付税の令和２年度７４億６,０００万円、そしてその中には６億１,０００万円

の特別交付税も入っておりますが、その普通交付税のほうの話ですが、普通交付税が、合併算定

替えが終わって、一本化算定になるのが今年度から、全額がということで、そこには当然ながら、

減額要因があります。 

 そして今、お話がありましたように、今年度から地域社会再生事業費というような新しくカウ

ントできる地方交付税の積算の根拠が４,２００億円全国で計上されました。これに対して、周

防大島町にどのぐらい影響があるのかとか、そのことは後ほど財政課長のほうから細かく金額的

に、また申し上げたいと思いますが。 

 今、御指摘がありました一本化算定になったときの影響額と、もう一つは、今お話がありまし

た、ことしが国勢調査の年なので、ことしの国勢調査になると、当然ながら５年前の国勢調査と

ことしの国勢調査で、大きくまた人口が減ってくるということは当然のことでございます。 

 そして、それの影響というようなお話だったと思うんですが、実ははじめの１点目、合併算定

替えであったものが、今回で元年で終わって、令和２年からゼロになるということは事実なんで

すが、実はこれはもう５年前からこの段階は起こっておりまして、ずっと算定替えがあって、一

本化算定にぽこっとこういうふうになるわけじゃなくて、段階的にこうなっているわけで、最後

の１０％が今回なくなったということでございますので、その影響額については、これまでの影

響額と最後の年の影響額というのは、後ほど財政課長のほうから数字で示していきたいと思いま

す。 

 ですから、確かに一本算定にはなるんですが、最後の１年間の平成３０年と令和元年との差、

済みません、令和元年度と令和２年度の差ですから、その額がそんなに全体でがさっと落ちると

いうもんじゃなくて、もう既にずっと落ちてきている最後の年だということなので、その数字と、
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もう一つ国勢調査の件ですが、国勢調査は令和２年度の１０月１日なんですが、そうしますとそ

の概数が出るのが、令和３年度になると思うんです。そうしますと、その影響が出るのは、こと

しの国勢調査の影響が出るのは、令和３年以降４年くらいになると思うんですが、そこは、それ

もじゃあ今の国勢調査の影響ちゅうのはどこにあるかというと、実は平成２７年の国勢調査の数

字が今ずっと使われておるんですが、実は平成２７年の国勢調査というのは、平成２２年と

２７年のこの差ですよね、２２年の人口と２７年の人口これだけ下がっているわけですから、

２２年から２７年、急激に落ちてきた数字を使われると、それはもうたまったもんじゃない、一

遍に落ちるちゅうことになりますから、ですからそれは、今度は２７年から使う数字は、その段

階的にずっと使ってくるわけですね。やっぱり５年間ですから２０％ずつ落ちるというようなイ

メージで人口減らしてくると。 

 ですから、平成２２年の国勢調査の数字をずっと使っちょって、平成２７年の国勢調査が出ま

したから、ここの間を５年間分を一遍にばさっと今度は２７年から落ちてこられたら、それはた

まらんので、この５年間分をまた２０％少しずつカウントしていくという形なんで、影響は１年、

単年度で一遍に出るわけじゃなくて、５年間かけて段階的に落ちてくるというような形になって

おります。ですから、その国勢調査の人口減少の影響分というのも当然出ておりますので、それ

は数字の上で示していきたいと思います。 

 ということと、今回は地域社会再生事業費枠というのができましたが、これは人口が急激に減

少しているということで、その影響が大きいとこには、この交付税を手厚くしていこうというプ

ラス要因のことでございますので、それを合わせ差し引きすると、約１億円ぐらいのプラス要因

になるのではないかという試算をいたしておるところでございます。 

 そして、今回は地域社会再生事業費枠ができたもんですから、一応、その１億円のプラスの影

響があるというような形をしておりますが、これから先も段階的にずっと、当然ながら地方交付

税はどんどん下がってくるわけでございまして、ピークから考えたらもう相当１０億円近く下が

っておるわけです。そういうことを考えますと、この地方交付税はこれからも人口減少が影響す

る部分だけを考えても、ずっと下がってくるということなんで、冒頭でも昨日も申し上げました

が、歳入に見合った歳出を考えなければならないということで、ことしも残念ながら基金を取り

崩して、どういいますか、収支を合わせておるという部分がありますが、本来でいえば、経常的

な歳入で経常的な支出は完全に賄わなければならない、経常的だけではないんですが、歳入でも

って歳出を賄うという形にしなければならない。 

 要するに、最後予算を組むときに、基金を取り崩してというんであれば、家庭でいえば定期預

金を崩してはことしの予算を組むというようなことは、ずっと永続的な財政運営ではないという

ことでありますので、何とか、まず先に、まず第一は、この基金を取り崩さなくても済むような、
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その財政の予算を立てなければならないというふうに思っておるわけでございます。 

 ついでじゃないんですが、きのう別の議員さんから、当初予算で、もっと経常的な修繕費等も

組んでおって、学校等の修繕なんかはきちんとやるべきじゃないのかという、補正予算をずっと

見てみたら、倍以上になっているじゃないかというような御指摘がございました。まさに、道路

の維持管理費もそうですし、総合支所の各地域の修繕なんかもそうなんですが、実は学校の、こ

の修繕とかもたくさん要望が出ております。出ておりますが、全てをそこの当初予算で組めない

財政状況にあるということでありますので、本来であれば、満足のいく維持管理費、そして修繕

料も組んでおくべきではあるんですが、そういうことですから、例えば次の補正段階で、９月な

んですが、９月の補正段階で交付税が確定したとき、若干辛めに見積もっておりますから、その

交付税が上乗せになったときに、そのような修繕費やなんかを載していくというような考え方を

しておるわけでございますので、本当は私たちも当初予算で必要なもんであるということは、修

繕費やなんかの予算要望はたくさん出ておりますんで、そしてまた道路の維持管理費もたくさん

出ております。ですから、本来は組んでおきたいというふうに思うんですが、そうすると基金を

取り崩して貯金を取り崩しては組む、その額はもっと大きくなるということになりますので、な

かなかない袖は振れないという状況にもあるわけでございます。 

 そのような状況でございまして、やっぱり財政をきちんと運営していくということが、一番の

前提になっておるわけですから、そのようなことも若干御不満もあるというふうに思いますが、

実は、要望を出す町のそれぞれの担当の部署のほうからも、もっとちゃんときちんと組んじょっ

てほしいというのは当然あります。しかしながら、その財源からすると、なかなか難しい。 

 それとそれから先に段階的にも補正をかけていくと、その補正かけていくのも結果的に、また

基金を取り崩して補正を受けるんじゃ意味がないんですが、９月の場合は先ほど言いましたよう

な交付税が確定すれば、そこに財源が出るというような思惑があって、そのようなことをやって

おります。 

 そして、今年度も新たな予算にも、新たな事業にも取り組んでおりますが、できるだけその歳

入に見合った歳出を組むというのを一番の原則にいたしております。 

 しかしながら、当然ながら地域づくりやるわけですから、やらなければならないわけですから、

そこの中ではどうしても取捨選択をするということになって、以前、合併当時にこのような言葉

を申し上げたような記憶があるんですが、あれもこれもから、あれかこれかに変えていかなくて

はならないというようなことを申し上げましたが、また今そういう時代になっておるんではない

かというふうに思っております。 

 何にいたしましても、やっぱり一番のもとである財政を健全的に運営していくということで、

それがないとほかのいい事業展開もできないだろうと思います。それじゃあどうすべきかという



- 132 - 

なれば、まさにその町税を中心とした一般財源を拡充する、それに尽きるというふうに思います

が、残念ながら、この地方交付税に頼っておるような財政運営だということは、非常にいびつな

予算であるというふうにも思います。 

 そして、本来のこの周防大島町の標準財政規模から見て、この予算規模は相当大きなものにな

っておるということも考えられます。やっぱり標準財政規模に合わせんにゃいけんとは思いませ

んが、その標準財政規模というのは、やっぱりこの周防大島町のその標準的な財政を幾らかとい

うことを示している数字だと思いますので、できればそれと比較してみると、相当大きな差が出

ておるということもあります。 

 ですから、事業の取捨選択をしなければならないということでありますが、その中でも、ぜひ

ともこの周防大島町が前向きに取り組んでいける、そういう予算を目指してやってきたというの

が、今年の予算ではないかと思います。 

 合併してから丸１５年を過ぎたところでございますので、本来でいえば、ここで合併の効果が

大きく出とって、むしろその財源はきちんと収支がある、歳入に見合う歳出が組めるというよう

な状況になっておるべきだと思いますが、やはり行政需要というものはどんどん膨らんできてお

りまして、なかなか人口が減少しておるんだから、予算規模も少なくていいじゃないかというこ

ともあると思いますが、なかなかそこがきちんと収支がとれていないというのが、ちょっと残念

なんですが、そうした中でも周防大島町の前向きな発展につながるような、そういう予算組みを

させていただいたというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  重冨財政課長。 

○財政課長（重冨 孝雄君）  それでは、砂田議員さんの質問にお答えいたします。 

 まず、地方財政計画では、今年度普通交付税、地方交付税は２.５％の増額となっております。

私どものほうで試算をいたしましたところ、地方財政計画上の増額が２億円、それから合併算定

替えによる減額、これが約８,０００万円、それから、あとは去年平成３０年度に交付税でもら

えなかったものの錯誤額これが約１億円で、あとは例年決算見込みで予算よりもかなり増額にな

りますので、その部分を１億円見まして、総額で１億円の増というふうにしたところでございま

す。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  歳入はもう１回だけで、もう終えますが、財政課長からは、今の

答弁と同じことをきのう説明を受けて、また聞くんかいと思われたかもわかりませんが、今、答

弁された以外には、一本化算定の影響額が８,０００万円あるということも伺っていますが、私

はここで大事なのは、今、町長がおっしゃったように、合併して１５年たって、地方交付税関係
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としては、もう終わっていくということで、合併の特例債はまだ残ることになりましたが、周防

大島町の半分以上占めている歳入のところでの影響というのは、もう合併の影響はなくなって、

合併する前にあめとむちという議論があって、そういう意味でいえば、あめの部分が終わって、

これからむちの部分になると、歳入に関しては。だから、私たちはこのむちが地方自治の財政に

とって非常にきつくなるんじゃないか、大変な財政になるんじゃないかということで、この合併

には異論を唱えてきました。その財政状況が今から始まるということについては、非常に懸念を

持っています。 

 だけど一方では、地方自治の財政というのは、そもそも憲法に基づいて、どんな自主財源が少

ないようなまちでも公平にいろんなまちの町長さんやら村長さん、市長さんが自由に施策ができ

るように、その財源が足らないところは国が補填しますよと、ざっくりいうとこういう趣旨で地

方自治体、地方自治の本旨というものができて、地方交付税もその憲法に基づいてつくられた、

そこを生かすんであれば、人口が減ったから、どんどん地方交付税が下がっていくというのは、

これはやっぱりこの趣旨に反するんじゃないかというふうに私は思うんです。人口が減れば、基

準財政需要額も減るし、収入額も減ると、結局両方なんですから、そのための手当ては国がやっ

ていくということが、本来の地方交付税法あるいは憲法の趣旨に沿うものだというふうに私は収

入の面ではそういうふうに思うんですが、町長はどういうふうにお考えですか。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  まさに今、おっしゃられたことに尽きると思いますが、ひとつそれじゃ

あ合併から１５年たって、優遇的な合併算定替えの交付税計算と一本算定が終わったら、まさに

こういうことがあるんではないかということを想定されておったということでございますが、当

然ながら、それに見合うような、昨日の新町建設計画の中にあった財政シミュレーションを、そ

のように当然ながらつくって、それに合わせていくというのは、あのときの財政計画だったとい

うふうに思うんです。ですから、若干それとはずっておりますが、そういう意味で１５年前の合

併したときには、１５年後には合併の算定替えが全て終わってしまいます。そのときにちゃんと

健全に運営できる財政を持っておこうというのが、あの計画だったわけでございます。ですから、

当然ながら、その算定替えで膨らんでおる新しいまちづくりのために交付税を若干水増ししてく

れておるという分については、それはもう織り込み済みで、当然そういう計画を立ったと思いま

す。 

 それじゃあ、これからすればどんどん厳しくなるんじゃないかということになると思うんです

が、ひとつこういうこともあるわけです。そういう優遇的な交付税をいただいたわけです。それ

は交付税があったのはなぜかというと、４町合併して新しいまちづくりをするためには、当然新

しい財政需要が必要でしょうということでやっていただきました。 



- 134 - 

 ただ、それもありますし、もう一つ合併後ではあるんですが、平成２２年、２３年、２４年、

３年間ぐらいだと思いますが、ちょうど民主党政権の時代がございました。ものすごく経済が落

ちこんでおったというときに、経済対策としてから単独事業、ひいていえば、人件費にまでつけ

るという交付金を出すというようなこともありまして、すごく私たちは助かったと、財政上は助

かったと思いました。そしてそれで、単独事業だったもんですから、それまでずっと課題として

単独予算つけてやらなければならないような事業を相当たくさん、その単独の交付金でやらせて

いただきました。 

 そういうこともあったんで、当然ながら、合併の算定替えのまちづくりに使わなければならな

い交付税が、そういう形で交付金で賄えたということも、一つ大きな要素なんですが、そのこと

を結果的に財政調整基金に積み立ててきたということなんです。ですから、財政調整基金に積み

立てたお金ちゅうのは、まさに黒字じゃないと積み立てられないということです。 

 ですから、合併当初の、昨日申し上げましたが６億円、７億円弱ですね、７億円弱というのは、

それは４町足してからですか、４町の財政調整基金を足して６億９,８００幾らだったかな、ぐ

らいの、だって本当にもう貯金はないよという状況から、今現在約６０億円弱、５７億円から、

ことしは崩したら５５億円になりますが、そのような財政調整基金を積み立てておるということ

は、まさにその今まで合併算定替えの、合併したところは優遇的に交付税を出しますよといって

きたことを、それは国が言うのは、新しい、まちづくりに使って新しいまちをつくてくださいよ

ということのために合併算定替えを、またもう一つ新しい行政需要が出るでしょということだっ

たんですが、それにもかかわらず、こうやってから財政調整基金がためられたというのは、それ

は先ほど言いましたように、民主党政権のときのいろんな交付金もあったと、そういう要素もあ

りますが、一番にはやっぱり交付税の上乗せがあったということを、全部を歳出に使うんじゃな

くて、やっぱり基金にため込んだというようなこともあるわけでございます。 

 ですから、これから先のことなんですが、もう一つの御質問でありました、人口は減るからと

いってから交付税を落とすだけじゃないよというのは、それは国が責任を持って交付税をちゃん

と確保せないけんよというような、これは全国の町村会、市長会でも、とにかく地方財政計画の

中で、一般財源総額をきちんと確保してくださいということは、ずっと要望、言い続けておるわ

けでございますが、そうは言いましても、やっぱり基準財政需要額のはじく一番のもとは、やっ

ぱり人口ですから、それはそういうふうになって人口減少すると、当然ながら基準財政需要額が

落ちる、さらに言えば地方交付税も落ちるということになります。 

 それを急激に人口が減少している地域には、もう少し、その生の数字を使うんじゃなくて、少

しプラスする分をつくろうというのが、今回の地域社会再生事業費枠だというふうに私たち思っ

ているんですが、それもあって、今回１億円の増額の予算を組んでおるわけですが、地域社会再
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生事業というのは、今年度からはじめて、今年度というか、令和２年度からはじめての計算方法

ですから、もうちょっと様子を見たいと思いますが。 

 いずれにしましても、地方交付税は下がるほうの要素のほうが当然強いということは、やっぱ

り人口が減少すると地方交付税、行政需要が縮小するというのは、まさにそのとおりなんですが、

ですから、どうしても地方交付税が下がってくるという要素はあります。 

 そうしますと、人口が下がっていないから行政需要が下がる、下がるっちゅうのは国が言う行

政需要ですよ、基準財政需要額が下がるちゅうことなんですが、実際にじゃあ周防大島町で２万

人が例えば１万６,０００人になったら、じゃあ何がどんだけ下がるんですかということになる

と思うんです。じゃあその道路は、ほんなら維持管理はしなくてもいいんですか、人口少なくな

ってからという話にはならないと思うんです。 

 ですから、人口が急激に下がる地域においては、今回のこの地域社会再生事業費枠ができたと

いうのは、やっぱり国もそこまではやっちゃあまりにも下がり過ぎるということを考え始めてお

ることだろうというふうに思いますし、これは県も市町村もみんなきちんとした財政需要に耐え

られる財源を確保してほしいということは、ずっと言い続けておるわけですから、それに対して

国のほうも考えていただいてきたんではないかと思っております。 

 いずれにいたしましても、地方交付税にほとんど頼っておるという、このいびつな歳入構造と

いうのを、どこもですが、改善する方法をもっともっと積極的に考えなければならないと思いま

すが、私もこの仕事を何十年と続けておりますが、歳入を増やす方法をもっとどういうんですか

ね、長年やってきた中で見つけられたらよかったなと思いますが、いずれにしても本当に町税が

このような状況であれば、やはり地方交付税に頼るしかないのかなと思っておりますが、もっと

もっと努力をしなければならないという気持ちでありますが、国がようやく急激的な人口減少の

とこの地方交付税の見直し色づけをしてくれ始めたということについては、非常にありがたいと

思っておるところでございます。 

○議長（荒川 政義君）  よろしいですか。ほかに、田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ちょっと私モチベーションがすごい下がっておりまして、最初に

確認をしておきたいんですが、きのうの議会が終わってから、何件か電話とかメールをいただき

まして、新町建設計画に関するパブリックコメントというのが町が出されていると思うんです。

これに、出されたのか出されていないのかわかりませんけど、こういう町民の方に、新町建設計

画について意見を求めるということをしておきながら、きのうの町長の御答弁は、何かその新人

職員の裏話みたいな話で、ちょっと感心しないというか納得いかんかったんですけど、私も反論

する機会がもうありませんでしたので、ちょっとこの場で、そのことについてはもう少しやっぱ

り、町長も施政方針で言われておりますのは、最初になられたときから言われておりますけれど
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も、まじめに、誠実に、謙虚に、まだほかにもありましたね、地道にですか、やられるというこ

となんで、やっぱりどういう議案であろうと議案としてこの議会に出されている以上、やっぱり

もう少し真摯にまじめに取り組んで答弁していただきたいと思いますが、この予算、今からちょ

っと質疑をしようかどうしようか迷っておるんですが、この予算について、まじめに質問をして

よろしいのかどうか、私も事前通告で質疑を出しておりますんで、この資料、膨大な資料、議案

をいただいて、一晩でできるだけ早く執行部の方に質疑を出さなきゃいけないと思って、一晩で

徹夜して全部目を通して質問をまとめているんで、中はあまり見んでええよというんであれば、

もうちょっと質問する気も失せるんですが、その辺町長の御見解をお聞かせいただければ、今後

の質疑に左右しますんでよろしくお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  非常に大枠で抽象的なお話でございますのであれですが、私が町長にな

ったときから１２年経つわけですが、ずっと申し上げているのは、まじめに、誠実に、地道に、

謙虚に、そしてそれをもって確実に事業を進めていく、行政を進めていくということに尽きると

いうふうに思っていますが、きのうも施政方針の中でも申し上げまたしたが、そういうことを基

本にして、至誠と調和の行政を進めていくということを申し上げておるわけでございます。 

 ですから、個々の予算にそれがどういうふうになっておるかということにつきましては、若干、

そうは言ってもそうじゃないところもあるじゃないかというような御指摘も当然あると思います

し、昨日の新町建設計画の議案の答弁でも、荒っぽいというようなことが言われれば、それは反

省すべきことであろうというふうに思いますが、昨日の新町建設計画のときも、それは荒っぽい

答弁であったとことは反省しなければならないと思いますが、１５年前に策定された新町建設計

画が１５年経過して、そしてさらにそれをまた５年間延長するわけですから、ちょっと焼き直し

たとか、何かそこの一部を変更したということでは、本当は難しい、それは現実的ではないとい

うふうに私も思います。しかしながら、新町建設計画の新しい５年間延長した計画を出さなけれ

ば、継続的にこの新町の合併特例債が発行できないということになります。既に１５年間で総額

１２０億余りの合併特例債枠を全部使い切っておれば、発行し尽くしておれば、これはまだ新し

く発行するちゅうことはないんですが、私たちは約７０億円ぐらいの発行しかやっておりません。

その７０億円のうち１０億円はこの合併特例債を使った基金、地域振興基金を１０億円つくって

おるわけですから、実際には事業には６０億円を使っておるわけです。ですから、本来的には

１２０億円との差であります５０億円ぐらいは、まだ発行可能な数字が残っておるということで

すから、これは１００％の充当率で７０％の交付税算入があるわけですから、有効に活用してい

きたい。 

 ただ、冒頭でずっと考えたんですが、これが１２０億円あるから全部使い切らんにゃいけんよ
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というようなことは当然してはならない。なぜなら、その３０％は自前の財源で償還しなければ

ならないということですからということはずっと考えておったわけですが、やはりここにきて、

さらにまだ５０億円の枠はあるということになりますと、やっぱりこれはすごく有効な財源にな

るということからして、これはぜひとも活用するために延長が認められたんであれば、新町建設

計画の焼き直しというんですか、期間延長をさせていただきたいと。本来でいえばそこだけをや

るべきではなくて、全体的に本当に見直さなければならないと思いますが、そういうことが皆さ

ん方、今、大変御不満なとこもあるんではないかというふうに思いながら出した議案であります

ので、趣旨は十分御理解いただけたんではないかと思いますので、ぜひとも御勘弁をというんで

すか、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  それでは、予算のほう、内容のほうの１ページに全体的な話なん

ですけど、方針というんですか、歳出抑制と予算規模のスリム化を目標ということがありますが、

今回、今年度、新年度はマイナス３.４％減ということなんですが、具体的な指標というんです

か、この目標をどこに置いているのか、具体的な指標があれば、それをお聞かせください。 

 それと、幸せに暮らせるまちづくりというのが、これずっと続いているんですが、もちろんこ

こは変えられないと思いますけど、この幸せに暮らせるまちづくりのビジョンというんですか、

どういうものを町のイメージというんですか、ここの下に書いてある各施策のイメージというん

ですか、目標ではなくて、政策的なこの島をどういうふうな町にして、町民の皆さんが幸せにな

れると考えているのか、その辺のイメージ的なものを何かお持ちであれば、それを端的にお答え

いただきたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  ずっと、幸せに暮らしていけるようなまちづくりの実現をしていこうと

いうつもりで、幸せに暮らせるまちづくりということをずっと言い続けてきたわけですが、大変

厳しい財政状況のもとで、厳しい財政状況と言ってはちょっとおかしいんですが、一時的にはち

ょっとある程度余裕のある時期も当然ありました。それが財政調整基金の積み上げにつながって

いるんだろうと思いますが、厳しい財政状況のもとで実現できる幸せな暮らしとは、どのような

イメージというふうに思っているのかというような御質問であったと思いますが、やはり私がず

っと考えるのは、やっぱり財政の健全化というのは一番に置かなければならないというふうに思

っております。財政の健全化を図って、そして３つの柱であります定住対策とか防災とか安全の

対策、そして町民の皆さん方の健康づくりという、これは重点目標でずっと言っておるんですが、

この重点政策などの施策を、これに取り組むということが一番だと思います。 

 そして、今おっしゃられましたが、安心して子供を生み育てられる町というふうなことの、そ
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れをずっとまちづくりの５本の柱をお出ししていると思いますが、この５本の柱の達成度、これ

を高めることで幸せなまちづくりにつながるもんだと、そしてそれを高めることで実現できる、

そういうものが幸せに暮らせるまちというふうなイメージをしているわけでございます。 

 歳出抑制と予算規模のスリム化というのを一番はじめに書いておりますが、それを目標にする

んだというふうには思います。具体的な指標というふうなお話がありました。これは、やっぱり

本町の標準財政規模９０億円ぐらいですか、９０億円弱ぐらいですか、やっぱりこの本町の標準

財政規模というのと、もう一つは税収とか地方交付税との一般財源に見合う歳出予算といったも

のが、一番大きな指標とすれば、具体的な指標とすれば、それになるというふうに思っておりま

す。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  標準財政規模９０億円ぐらいということなんで、まだまだ先が長

いかなと、現実との乖離は大きいかなと思うんですが、これを一遍にはもちろん無理な話ですけ

ど、今から徐々に目標に近づけていく、例えば標準財政規模の９０億円に近づけていく、そのス

ケジュールというんですか、どれくらいの規模でこれを達成しようと考えておられるのか。 

 それとこの今の概要の中に、今、定住対策、防災安全、健康づくりという３つの柱は変わって

いないと受けとめておるんですが、この概要、予算編成方針からは、３０年度から昨年の予算か

らか、ちょっと一部省かれているとか、記載が消えているということになっているんですが、そ

の辺、なぜ消えているのかというのと、もちろんいろんな方面に対応していくことも必要不可欠

なことだろうと思うんですが、やっぱり先ほど砂田議員の答弁でも、あれもこれもからあれかこ

れかになったんだということを答弁がありましたけど、やっぱりあれかこれかから、これからは

やっぱり何をするかということを主眼にしてやっていかないと、その厳しい財政状況の中である

からこそ、町長は３６０度、全方位に気配りできるすごい能力があると思うんですが、やっぱり

それでは限界があると、限られた予算の中でまちづくりの成果を出そうとすると、やっぱりどこ

か特化した、一芸に秀でたというんですか、そういったまちづくり、政策が必要だろうと思うん

ですが、そういったことを予算を通して、町民の方へのメッセージとして出していくということ

も、これからは必要ではないんかなと思いますが、その辺について御見解をお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  今の御質問でございますが、あれもこれもというのは、それは要するに

町民の皆さん方からの御要望とか、またはこういうまちづくりがしてほしいという御要望ちゅう

のは、まさにあれもこれもだということになると思います。あれもこれもというのが実現できる

のが、一番町民の皆さんの満足度が高まることではあると思うんです。しかしながら、やっぱり

あれもこれもということは、なかなか厳しい財政状況の中ではなかなか難しくなってきておると
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いうことは事実でございまして、あれかこれかという言葉じゃあそうなんですが、やっぱり今御

質問のあった、重点的にというお話でございました。まさに幸せに暮らせるまちづくりの実現と

いうのは、安心して子供を生み育てられる町ですね、それと働く意欲の湧き出る町、自然と環境

にやさし町、晩年を豊かで安心して過ごせる町、次世代に素敵な未来が続く町というくくりの中

に見てみますと、ほとんどの行政事業というのは入っていると思うんです。これを全部実現する

といったら、結果的に幸せに暮らせる町になるんだろうと思うんですが、それは無理じゃないか

と、それだったら、もっと何かに重点的にやったほうがいいのではないかという御質問だと思い

ますが、それをじゃあ今度は重点目標としてやるということになりますと、３つの柱ということ

になるんですが、その３つの柱というのは、今度は、３つの柱の一番には財政の健全化を図りと

いうふうなことを枕言葉において、そして定住対策、防災対策、健康づくりといっておるわけで

すよね。 

 ですから、そこまで定住対策と防災安全対策と健康づくりというと、あれもこれもじゃない、

あれかこれかの３つに絞ってきておるというふうに思うんですが、その３つの前に財政健全化を

図りというのをいつも言っておると思うんですが、ですから、何が一番大事かといったら、やっ

ぱり財政が一番大事だと、町とすれば。 

 では、町の財政がすごく良くなったときに、町民の懐ぐあいが本当に良くなるんかというよう

なことは当然あると思うんですが、そうじゃない、そこが先だということで、次にはやっぱり重

点的には、今、議員申し上げました定住対策を一番の重要な柱にしなくてはならないというのは、

やっぱりこれだけ人口が急激に減少してくると、どうしてもこれを一番にしなければならない、

そして、防災安全対策というのは、御存知のように、今これだけ自然災害や自然災害だけじゃな

くて、いろいろな安全対策がおびやかされておるという時代に、この防災安全対策をということ

と、やっぱり高齢化しておる周防大島町の中での住民の皆様方の健康を守るということになると

思います。 

 そうすると、これからもれておるのは本当にたくさんあるわけでございまして、それをやらな

いちゅうわけじゃないんですが、重点的にはその３つに絞ってということですが、くどいようで

すが、やっぱりそれをやるためには、財政をきちんとしなければならないというような思いであ

ります。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  もう一つ田中議員さんの御質問でございました、スリム化を図って

いくその目標、最終的なところというのはどういうことなんかということでございましたけれど

も、私どもが町長のほうから指示をいただいておりますところで、それを今回の予算編成の編成

に入る前、作業に入る前に予算編成方針を町長から訓示の形で職員等に発するわけでございます
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が、その中では、令和２年から令和７年度までを、集中財政取り組み期間という形にさせていた

だきまして、予算総額を１２０億円、一般財源は合併時の一般財源に対して３０％を削減という

ところで、これを目指していきたいということを、予算編成方針の中では町長のほうから訓示と

して伝えられたところであります。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに歳入について質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 続きまして、歳出の質疑を行いたいと思います。質疑は全款一括で行います。歳出について質

疑はございませんか。 

 砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  質問内容は単純明快なんですが、なかなか答弁は難しいよとさっ

き言われたことを質問するんですが、きのうの町長の施政方針の中で、一般財源にシーリングを

設けるというふうにおっしゃいました。つまりこれは要するにマイナスのシーリングというそう

いう意味でしょうけれども、まず伺うのは何％のシーリングを考えているのか伺います。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  砂田議員さんの何％のシーリングをということでございます。先ほ

ども言いますが、予算編成方針、町長の訓示の中で申し上げましたのは、一般財源で５％のカッ

トということでございます。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  ５％というのは、かなりの金額になるように思いますが、私の所

轄の委員会以外のところ──つまり総務と文教ですが──以外で、産業なんかでこの予算で、ど

ういうところを削減をしたのか、つまり削減をするということになると、私の想像では、国庫負

担金あるいは国庫補助がついているような補助事業を５％だけ削減するちゅうのは、なかなか大

変なことだと思うんですが、結局、町費単独のものがそれの対象になっていく場合が多いように

思うんですが、この町費単独というのは、言いかえれば一番小回りのきくところ、小さなところ

といいますかそういうところ、あるいは町民にとっては一番身近なところ、３割補助のあの制度

だとか、各支所に配られている予算だとか、そういうところが想像としてあらわれるんですが、

例えば農林、漁業、それから環境、生活のところとかで、このシーリング指示を受けて検討した

予算項目というのがありましたら、具体的に教えていただきたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  各課に言わせる。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  各課は大変じゃろうけ。 

○議長（荒川 政義君）  まとめて、椎木町長。 
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○町長（椎木  巧君）  予算要求の方針を出しております。それを先に職員の皆さんに説明会を

開いて、そしてことしの令和２年度の予算要求はこういう方針でいってくださいよというのを当

然申し上げておりまして、予算の編成方針というのを示しております。その中で、一般財源ベー

スで５％のシーリングをかけるというのをよくやる手法なんですが、例えば今おっしゃられた、

じゃあ国庫補助金とか国の交付金がついておる事業については５％落とすというのは、非常に困

難ではないかというようなことでございます。確かに、これは国の予算要求をするのは、毎年、

前年の６月に、例えば令和２年度であれば令和元年の６月には予算要求、実施要求を国にします

ので、ですからそのときにやっておるものを途端に今度の予算で落とすということなんかはでき

ないということなんですが。 

 それともう一つは、大体の国の補助、交付金がついておる事業というのは、まず大体２分の

１ほど国の補助または交付金がついている。残りの２分の１、５０％の幾らか、例えば５０％の

うちの残りの９０％または８０％には、いろいろ起債がつけられますよと、その起債も有利な起

債がつけられるか、またはその交付税算入の少ないものをつけられるかということになりますと

その差はありますが、そうしますとさらに残ったものが一般財源ということになると、そこに

５％かけるちゅうのは、ものすごい薄いわけです、額的には小さいものになるわけですよね。で

すから、そういう形で、それも積み上げていけば大きなもんなんですが、そういう形のものは国

に予算要求しておるものは、途端にカットしますと、要求を取り下げますということも、なかな

か難しいということですから、今、砂田議員さんおっしゃられたような単独事業になるんじゃな

いかということになります。それはまさにそのとおりだと思います。 

 じゃがもう一つ、こういうケースもあるわけですよね。国の交付金も実は単独の事業に使いな

さいという交付金もあるわけです。というのは何かといったら、米軍再編交付金なんかはまさに

そのとおりなんですが、これは補助事業と組み合わせて使えないんで、要するに町の単独事業に

使えるということなんです。 

 例えば、樋門、陸こうの整備をこれでやっておるんですが、こうしますと樋門、陸こうをやる

のと、別のたくさんの事業ありますが、その事業とどれを取り込むのかということになります。

ですから、今、おっしゃられたような、例えば維持管理費的なものになるわけですね。その樋門、

陸こうを差し板から鉄扉に変えるという。こういうことをそういうとこでやっていくということ

で、町の単独費を抑えられるということも当然出てきます。 

 ただ、米軍再編交付金が潤沢にあるわけじゃなくて、これも令和３年で終わるわけですから、

今もう段階的に少なくなってきております。ですが、そのようなことに、町の単独事業を国の交

付金に振りかえられるのが一番いい形ではあるんですが、なかなかそういう交付金がたくさんあ

るわけじゃなくて、ですから、そうしますとやっぱり、勢いどこに一般財源がたくさんいってい
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るかといったら、町の単独というのになります。 

 ですから、さっきとも申しましたが、例えば教育委員会が学校たくさんあるわけですから、そ

の学校の維持、管理、修繕と、維持管理は、光熱水費は当然なけりゃならんのですが、例えば修

繕がちょっと待てないかというようなところに出てくるということは、非常にそりゃまずいじゃ

ないかという御指摘があると思います。ですから、それが６月の補正になったり９月の補正にな

ったり、または今回もたくさん３月の末になって補正を出しております。このときは、財源がど

こにあったかというと、他のところでたくさん最終補正でどんどん予算落としますから、その財

源を持ってから、単独をやっていくというようなこともあると思います。ですから、そのような

形ではあるんですが、あと、それぞれに要求する段階でここへ落とせないかということは、各課

にみんなそれぞれの部署にあると思います。ただ、どうしてもさっきから話題になっておるよう

な単独の維持管理費というようなものになる。 

 反対にいえば、今度は国の予算が伴うものであっても、事前にその要求する段階を落としてい

くということにもなると思います。ただ、落とすのは果たしていいことかどうか。落としたら町

民の皆さん方というか、要求に応えられないという分野は当然出てくるわけですが、非常に難し

いと思いますが、５％のシーリングというのをなかなかやってみると５％かと思いますが、相当

厳しいものはあると思っております。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  シーリングの話でございますけれども、当初予算を編成する編成方

針の説明会において５％のシーリングをという、それを各課にお願いをいたしました。その中で、

実際にそのときにシーリングをかける際に、各課ごとに目標の一般財源の目標数値は示しており

ます。 

 全体の話をしますと４億５,０００万円の一般財源のカットというところで、それを各課の前

年度の事業の一般財源に按分かけながら、５％のカットをお願いいたしました。 

 結果といたしましては、ほとんど変わっていないです。令和元年度も令和２年度も、一般財源

の数字で言えば、ほぼ変わっていないというのが実情でございます。でありますが、特殊な要因

というのもございます。実際に一般財源として落ちていたにも関わらず、例えば今回の８,０００万

円以上の基金を取り崩してクーポン券を発行するとかいう事業を特別にやるわけですから、そう

なるとそこも一般財源となってきます。そういう事情で、今ほぼ一般財源ベースで考えれば、前

年度と変わらないにしても、内容からしたら、ある程度シーリングがかかっているんだろうとい

うふうに思っています。 

 ただ、申し訳ございません、部ごとの実績としてお示しする資料は持ち合わせていませんので、

ただ当初に割り振りましたシーリングですか、シーリングといいますか一般財源の目標値、数値
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については、ちょっと資料をまたつくってお渡しできたらいいかなと思います。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  私の関心はただ一つ、町長がちょっと答弁でも言いましたが、一

律にシーリングということになると住民サービスにかかわるもの、ひるがえって町の持ち出しが

下がったことで住民負担が増えるものというのが、当然出てくる可能性が高いわけです、単独事

業ということになると。そういうものがあるのかないのか、あればどれぐらいあるのか、そこが

町民の暮らしに、どうそのシーリングが反映すのか、そこの分析といいますか数字あるいは事業、

そういうものを教えていただきたいんですが。 

 例えば、産業建設課長の部門、農業の予算の部門などで、課内あるいは部内で検討した、そう

いう私が今質問した観点からの検討というのはあるんでしょうか、またはないんでしょうか。 

○議長（荒川 政義君）  答える、大丈夫、簡単に。林産業建設部長。 

○産業建設部長（林  輝昭君）  砂田議員さんのおっしゃること、わかるんですが、ちょっと数

字的には持ち合わせたものがございません。ただ、課内での検討というのは、やっぱり住民要望

というのが一般財源に使うのは一番多いもんですから、先ほど町長申したとおり、やっぱり緊急

性あるいは優先的なものというのを考慮して実施しております。全体予算規模としては、やっぱ

りやる事業によって変わってきますので、一概にここが落ちたからとかいうのはいえないとこが

ございます。 

○議長（荒川 政義君）  まとめの答弁、椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  済みません。個別にどの分野がここは５％、こことここでやっています、

この分野はこことここでやっていますというのは、ちょっと時間をかけていないと、なかなかち

ょっと、今の予算要求にのっておるだけじゃあ当然ないわけですね。例えば、この事業を一括し

てから、どう言いますかね、スクラップ・アンド・ビルドとよく言いますが、要するに、この事

業とこの事業をやめて、こっちで新しいものを一つつくって、それでトータルでは５％カットに

なりましたねとかいうような方法もあると思います。ですから、単純に、例えば、道路維持管理

費を１,０００万円だったのが５％カットで９５０万円になりましたという話ではないと思って

おります。ですから、今、砂田議員さんの御質問のところを、全ての側からこことここだという

のは、ちょっと時間をかけて分析させていただかないと、この場ではなかなか御答弁ができない

というふうに思いますが。 

 それはまた、この予算を実際に執行するという段階になりましたら、なるまでにちゃんと、ど

こが本当に実際に一般財源として削減されておるのかということは、また分析をしてみてからま

たお示しをしたいと思います。そのことは、職員の皆さんは皆、住民の直接的な影響にできるだ

けないようなところをやる、単純に、パチパチとやってしまえば数字５％だというのを掛けたと
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いうわけじゃあございません。 

○議長（荒川 政義君）  暫時休憩します。 

午前11時58分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後０時59分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 引き続き、一般会計予算の歳出の質疑を行いたいと思います。平野議員。 

○議員（７番 平野 和生君）  当初予算の概要の中で１８ページ、大島大橋の貨物船衝突事故に

対する寄附金活用事業の、周防大島町地域活性化事業５,１１４万２,０００円、この下の文言に、

将来の商工業の活性化を図るために地域振興券を３,０００円ずつとありますよね。 

 いつじゃったか、もうちょっと忘れてしもうたんじゃけど、一般質問でしたと思います。そう

いう寄付金があったら、一番苦労しとるのは、確かに商工業者も橋が通れなくなって苦労したけ

ど、やっぱり水を運びに行ったお年寄りとかじゃないんかねと言ったと思うんです。それで、全

住民一律となって、特に我々やら町長が住んどるとこは、水道は関係なかったいね、断水は。ど

うもこれ釈然とせんのよね。（笑声）いやいや僕ら、ほんま耐え難いんよ、大したことなかった

から。そりゃ通るところだけは、道があれして、どうのとちょっといりこを運んだくらいのもん

で、ちょっと嫌じゃったんじゃが、一律というのは何か難しいから一律にしたのか、ちょっと御

答弁をお願いしたいんですけど、町長。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  済いません、私とこも簡易水道でありましたんで、水は出ましたから。 

 それはそれとして、多額の御寄附をいただいておるわけでございます。８,０００万円以上の

寄附をいただいておりまして、その寄附の活用方法とすれば、どこかに重点的にということも当

然、これなんかも公有地の道の駅周辺の子ども遊具やら何かちゅうのは、これは重点的な話なん

ですが、一応ベースになる町民皆さんが御苦労されたんで、それぞれの皆さんに３,０００円の

クーポン券をお配りしようというふうにしております。これは、商工業者の活性化を図るためと

言いますが、それは使われるほうは町内の商工業者の皆さん方のところで使うわけですが、実際

使うほう側は町民、全ての１万６,０００人の町民が２分の１の額、例えば３,０００円ほどクー

ポンで出せば、６,０００円ほどの消費が起こるということですから、６,０００円の物が

３,０００円で買えるということですから、町民の皆さん方には全てメリットがあるというふう

に思っております。 

 昨日もクーポン券の話が出まして、たくさんの減額補正がありましたが、これとは全然、率が

違いまして、あれは自分が２万円負担したとしたら、５,０００円のプラスがついてくるという
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やつだったんです。今回は３,０００円を自分が利用すれば、さらにもう３,０００円の物が買え

るということですから、２分の１補助なんです。ですから、そのことは前回やったときも９０％

近い方が全て消費をいただいておりましたんで、使うほうからすれば町民の全部の皆さん方は、

ほとんどの皆さん方が活用していただいておるということで、そして、それを今度は使う相手方

というのはどこで使うかというと、町内の商工業者の方々に登録をいただいて使うわけですから、

両方にメリットが出るというふうに思っております。 

 特に、お年寄りが御苦労されたというお話でございましたが、当然ながらそのお年寄りにもお

配りするということですし、また商工業者が特にお年寄りとは思いませんが、お年寄りの商工業

者が仮におったら、お年寄りの商工業者にもメリットがあるということでありますんで、御理解

をいただきたいと思います。 

 そして、道の駅サザンセトとうわの隣接する遊具が非常に古くなって老朽化しておるんで、そ

この整備をして、外からたくさん訪れていただくことによって、また町内が活性化するというこ

とですから、そこの遊具の整備をしようと、さらには学校の関係、給食、非常用備蓄経費や、ま

た図書の購入品にもあてていこうということで、非常にたくさんの多額な御寄附をいただきまし

た。それを早く還元しなければならないと思っておりましたが、今回こういうふうな形で還元を

させていただきたいと思うんで、御理解をいただけたらと思います。 

○議長（荒川 政義君）  平野議員。 

○議員（７番 平野 和生君）  わかりました。 

 あともう１点、やっぱり同じ資料の中の２９ページの、若者定住促進住宅事業、前回第１期分

の、僕は聞いたんかどうかわからんのじゃけど、忘れたんかもしれんのじゃけど、もう住んでい

ますよね、４人。どれぐらいの競争率であったのかというのと、どちらの方が越して来られたん

か、住民の方も、もともとこっちにおられた方も住んどるのかを、ちょっとお答え願えたらと思

います。 

○議長（荒川 政義君）  豊永環境生活部長。 

○環境生活部長（豊永  充君）  平野議員さんからの御質問でございます、若者定住促進住宅の

入居というか応募状況と入居のことでございますが、４棟の募集に対しまして３２件応募がござ

いました。現在４棟とも入居をしておられます。町内、町外のことについては、申し訳ございま

せん、今、手元に資料を用意しておりませんので、正確な数字は覚えていないんですが、町外の

方もいらっしゃったと記憶しております。（発言する者あり） 

○議長（荒川 政義君）  平野議員。 

○議員（７番 平野 和生君）  今回が第２期分ということで、町長、３期分もあるんよね、今度

３期分があったら浮島にもひとつよろしくお願いいたします。（笑声）以上です。 
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○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  この若者定住促進住宅については、実は今年度完成して、今年度募集を

かけて、今ちょうど入居したばっかりのところなんですが、この住宅については、既にもう２年

ぐらい前から、場所の選定からいろいろ議会のほうとも協議をさせていただきました。そして、

私が申し上げておった大島大橋に５分間で行けるような場所をまず選定したいと、そしてまた小

学校、中学校が近くにあることというようなこと、または生活に利便性の高い、いろいろな商店

等が近くにあることということで、３カ所だったか４カ所だったかを議会のほうからも議論をい

ただいたと思います。そして、そういう中で、今、建てました開作のあの地区が一番いいだろう

ということになりまして、そうは言いましても、その土地が実際買えるものかどうかわからなか

ったんですが、おかげさまで順調に土地の提供もいただきましたし、造成費は若干かかった、土

地があんまり土地の下の底地の入れ替えとかもやりましたんで、ちょっと経費がかかったんです

が、でも無事に完成して昨年の秋ごろ募集をかけました。私が聞いておるところでは、４件に対

して３０何人の方が申し込みをされた、そのうち４割は町外の方であったということで、その

３０何人が全部ここの大島に住んでくれたら非常にうれしいことじゃがと思ったんですが、今回

はモデル的にまず４戸ということに思っておったので、これを実現もしできれば、非常に有利な

定住対策につながると、実効性のあることになるというふうに思いました。そして、それによっ

て今回入られた４人の中は、１人が町外だったというふうに聞いております。あとは３人は町内

だったと思いますが、これからあともう２期目と３期目とやって、トータルで１２戸ほど建てる

スペースが今ありますんで、そのように考えておるわけですが、じゃあ橋から５分のところだけ

でええのかということもありましたんで、旧東和庁舎の跡地に５戸ほどの造成をして、その地域

で元気にがんがん働いてやって勤めておられる方、または働いておる方のために、自分で今度は

こちらは家を建てていただくことが条件ですが、格安に土地を提供しようということで、これも

５区画をもう既に募集をかけました。そしたら、今のところ３区画には既に契約が済んで家が建

ちつつあるところもありますし、そういうことですから、そういう若者を子育て世代を定住させ

るということについては、まさにやっぱり住宅は非常に有効な手段であるというふうに思いまし

た。ただ、財源が結構かかるということはネックなんですが、ただ、定住対策を第一に掲げてお

るわけですから、ぜひともやっていきたいと思います。 

 今、浮島の話でございました、浮島も先般も、ワンテーマディスカッションのときに、平野さ

んも御一緒でしたから、たくさんの浮島の若い定住者から、町長ぜひとも借家が見つからんで困

っておると、そして、本来、家があればお借りしたい、町になければ町にぜひともつくってもら

いたいと言うから、私たちはその場では空き家を町が１０年間借り上げて、それを町が改修して

貸し出すという制度もありますから、そういうのを探してくださいと言ったんですが、そういう
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のはもう既にみんな入っておるか、お借りしておるという状態で、あと残っておるのは空き家が

あるとしたら、将来帰ってくるから貸せないという方ばかりだというふうにお聞きをいたしまし

た。それで、そのときのお話ですが、今ニューフィッシャーという形で、何人も浮島の漁師さん

を親方としてから、そこでから自立していこうというような取り組みを、広島から来ておる方も

おりますし、神奈川県、埼玉県じゃったかな、から来ておる方もおられるというようなこともあ

りまして、非常にその要望がワンテーマディスカッションの全てのテーマでございました。 

 ということで、今からは、実際に本当にどのぐらいの方々から住宅の要望があるのかというよ

うなことを、きちんと調査しなければならないとは思いますが、そういうきちんと職もあって、

なおかつ住宅が必要だというような方には、離島でもありますし、また考えていかなければなら

ないんではないかということは、問題意識は持っておるところでございまして、今から本当に人

口の構成とか、またはどういう方々が本当に今、住宅を欲しがっている、その方が例えば自分で

建てたいと言っておるのか、住宅を借りたいと言っておるのかというようなことも、きちんと今

から調べて調査していきたいと思います。 

 教育委員会が持っておった教職員住宅を２戸ほど、今、教育委員会のほうから町長部局のほう

に所管替えしまして、それを改修して単身者用の住宅に提供しておりますが、２つとも埋まって

おるという状況でございます。しかしながら、残念ながらそれは楽ノ江という学校の近くにある

わけですから、浮島にとっては、やっぱり樽見か江ノ浦にということになるんでしょう。ですか

ら、それはそれとして、単身者住宅も今２つありますが、それでもまだこの間のお話では最低で

も家族住宅が２つと単身者住宅がぜひとも２つ建ててほしいというような、具体的な話までござ

いましたんで、今からゆっくり調査していきたいと思っております。 

○議長（荒川 政義君）  いいですか。（発言する者あり）ほかに。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ちょっと何点かお尋ねをいたします。 

 予算概要のほうの１７ページ、定住促進対策事業５０７万２,０００円、これまでの事業の効

果というのをデータで、移住者ということになるんかと思いますが、これまでのこれだけ移住が

あって、今現在どれだけあるかということをあわせて御答弁ください。 

 それから、１８ページ大島大橋の貨物船衝突事故の寄附金活用事業と、先ほども平野議員から

質問がありましたが、これについて先般、町の即時抗告で棄却されて、特別抗告はしないと行政

報告でもありましたけど、要するに、この町からの債権額が２億６,０００万円弱、町民の方が

申し立てている債権額がやっぱり２億８,０００万円ぐらいと、大体同じくらいの金額があるん

ですが、これで、町としてこの制限債権２４億５,０００万円で、もう受け入れるという表明で

もあると思います。全額賠償を求めて即時抗告をされて、全額賠償を目指していたんですけど、

それを町としては諦めるということであれば、町民の方への賠償という意味で、今のままでいけ



- 148 - 

ば町の債権２億６,０００万円と町民の方の債権２億８,０００万円、これがいずれも半分ぐらい

にカットされる、制限債権の段階でカットされるということになりますんで、町としては制限債

権を全額取るということは、もう諦めるということ、その責任を鑑みて、やっぱり町民の方の損

害が少しでも上回るように、今、大体同じ額で単順に考えてもらっておけばいいんですが、申し

立て額の町も５０％になる、町民の方の申し立ても５０％になるというのを、できるだけ町民の

方の５０％が上回るように、少しでも上がるように、何らかの手だてが必要なんじゃないかなと

思いますけど、そういうことへ、この寄附金というのは充てられるべきではないんかなと、もち

ろんクーポン券もいいんでしょうけど、さっき２分の１というのがありましたから、私は１０分

の１０かと思ったんですけど、６,０００円の商品券ということで、３,０００円は町からのこの

クーポンが使えるということで、６,０００円出さなきゃいけんと、そうでなくて例えば商品券

３,０００円分使えるのを５,０００円にするとか、３,０００円を１０分の１０にして

５,０００円使えると、単純な配付方法になりますけど、そういうことをして、ほかの例えば今

の道の駅の横の公園の遊具とか、非常食の備蓄とかこういったことは通常の予算で手当てをする

べきものだろうと思うんです。だから、それに寄附金を充てるのではなくて、この寄附金はそう

いった大島大橋の事故を受けての町民の損害、町民の方のやるせない気持ちを、少しでも和らげ

られるような、そういう手当に使うべきではないかなと思いますけど、町の所見を御答弁くださ

い。 

 それから予算書のほうで、定住促進協議会の横領事件を踏まえてということだろうと思うんで

すけど、内部団体の補助金を今回公会計に移すということで、定住促進協議会の予算をはじめ、

幾つかの予算がそういう補助金から公会計へ移されていると思うんですが、その件数と実際の補

助金の、元補助金だった金額、それをちょっと御説明ください。 

 それと、予算書のほうの５１ページに、総合計画基礎調査業務９０２万円というのがあります

けど、これはどういう調査に、今２,０００人の方を対象にアンケート調査というのをされてい

るようなんですが、この新年度の予算で、どういった調査をされるのか、その辺を付則説明して

ください。 

 それともう１点最後に、２４１ページに、ホームページサーバ管理業務３５万７,０００円と

いうのがありますが、これはどういった経費なのか、簡単で結構ですので御答弁をお願いいたし

ます。 

○議長（荒川 政義君）  林産業建設部長。 

○産業建設部長（林  輝昭君）  クーポン券のことについて、説明させていただきます。クーポ

ン券３,０００円というのは、まず５００円券が６枚つづりです。この券につきましては、また

基準日等を設けまして各家庭に郵送しようというふうに思っております。その５００円券を使う
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ためには、１,０００円分の商品を購入してもらう。前回やったのと同じです。ちょっともう一

つのクーポンとは若干意味合いが違いますので、使ってはじめて５００円が使えるという券にな

るというふうに御理解してください。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  それではまず第１点、定住促進対策事業のこれまでの事業の効果は

ということでございますが、定住者の受け入れ態勢を構築しまして、町内の定住を促進するため

に官民が連携協力して定住に関する情報の提供と、定住対策班窓口に移住・定住希望者の周防大

島町での暮らしの実現になるように、ファイナンシャルプランナーを置きまして、相談に応じた

サポートを行っているところでございます。 

 利用されていない空き家と移住希望者等のマッチングを図りながら、空き家の有効活用と定住

促進する空き家バンクの運用によりまして、町内への定住希望者を対象とした空き家情報の収集

と空き家バンクの登録に取り組むことで、永住相談や町内への移住先にもつながっていくという

ふうに思っておるところでございます。 

 その結果としまして、これはさっきの昨年の９月ですか、３０年度の決算認定の中で成果報告

でも出させていただきましたけれども、平成２４年から３０年までの間に移住者数は２８９人、

移住世帯は７４件あったものというふうに承知するところでございます。その後、追跡調査をし

ておりませんので、現状はどうかということにつきましては、済いませんが数字が分からない状

況でございます。 

 次に、特別抗告を断念することについて、これで全額保証をさせる道が途絶えると、町として

何らかのことをしなきゃならんのじゃないかという御質問でございます。議員さん御承知のとお

り、特別抗告を断念するということは、確かに住民も含め、全額保証の道が閉ざされることには

なりますけれども、御承知のように、即時抗告と特別抗告と争うところが異なりまして、弁護士

等にも相談した上で断念の判断をしたところでございます。 

 住民の方々に対しましては、各方面からいただいた寄附金を今回の当初予算にもありますが、

それを財源に地域振興券を発行いたしまして、住民の皆さんに還元するとともに、事業者の支援

をあわせてできたらということで、今回予算として出させていただいておるところでございます。 

 また、これ以外にもということでございますが、これにつきましては、まだ特別抗告の行わな

いという判断をしたのもつい最近でございますけれども、今後何らかの対策は考えていきたいと

いうふうに思っております。 

 それと３番目、職員の不祥事を受けて、内部の団体の補助金の削減件数と削減額ということで

ございますけれども、これにつきましては、４つの団体５事業を対象に１,５６４万１,０００円

の組み替えをさせていただいておるところでございます。 
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 私のほうからは、以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  岡本政策企画課長。 

○政策企画課長（岡本 義雄君）  田中議員さんからの御質問でございます。 

 まず、総合計画のアンケート調査につきましては、本年度事業として実施をしておるところで

ございます。 

 それから予算書５１ページの総合計画基礎調査支援業務につきましては、内容といたしまして

は、現状把握、基本構想の立案、パブリックコメント、計画調整、会議運営支援、計画書印刷等

を予定しておるところでございます。 

○議長（荒川 政義君）  永田教育次長。 

○教育次長（永田 広幸君）  宮本常一記念館管理経費のホームページサーバ管理業務についてで

ございますが、こちらにつきましては、宮本常一記念館のホームページサーバを維持管理するた

めの経費でございまして、同記念館の事業について広く周知するためのサイト及び宮本常一事業

の事績、著作、写真資料等を紹介するサイトの２つがございます。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  まず、定住対策事業のほうなんですが、やっぱりそういう追跡調

査はしていかんといけんのじゃないかと思うんですが、それと、これはちょっと会計年度任用職

員のほうの話とかぶさるんですが、会計年度任用職員の募集で、定住対策協議会が残るのかどう

かわかりませんけど、そういった業務について、一定の資格要件を設けていると。その辺の、な

ぜそういう資格要件が必要なのかどうか、それと現状がどうなっているのか、データ的なものが

分からなければ、議論のしようもないんですけど、１８９人の移住者があるということは、それ

なりの一定の成果があるんでしょう。今後、予算のつけ方として５０７万円というのは、最重要

課題と言いながら、政策と言いながら、ちょっと１桁違うんじゃないかなと思うんですけど、も

っと予算を投入してやらにゃいけんのじゃないかなと思うんですが、この定住対策をどういう進

め方をしていこうとするのか、それもあわせて御説明をいただけたらと思います。 

 それから大島大橋の件は、御答弁がなかったんですけど、公園の遊具とかの整備は通常予算で

やるべきじゃないですかと、その分を今回この寄附金全額をこのクーポンに充てるとか、別に

２分の１でもなくてもいいと思うその理由は、全額賠償を求めて町はやっていくんだと、町民の

方に説明しているわけですから、宣言しているわけですから、それを難しいからという判断で特

別抗告をしないというのは、ちょっと町民の方に対する責任の取り方として不十分じゃないんか

なと思いますし、そうであれば、どうしてももう諦めるというのであれば、やっぱりその代替措

置といってはあれですけど、もうこれ以上は取れません５０％に落ちますというのを町民の方に、

それでも町はその５０％が６０％になるように補填というんですか、手当をしますと。町も被害
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者だというのはわかるんですけど、ただ町も被害者、町民の方も被害者、だけどそこはやっぱり

町としてワンクッションおけるような施策が同じようにこの理不尽な思いを共有するというんで

すか、同じ思いを町民の方にさせるんじゃなくて、やっぱり町がワンクッション置いて、少しで

も町民の方の理不尽な思い、苦労された思いを救ってあげられるようなそういう施策を１％でも

ええから、わずかでもいいから、同じ処遇を受けるんじゃなくて少しでも町民の方が救われるよ

うに、気持ちの面だけでも救われるように手当をするような方策が必要なんじゃないかと思うん

ですけど、それであれば、ここでこの寄附金を使って公園遊具とか、そういう通常予算でやるべ

きことをこれで充てるべきじゃないんじゃないかなということで申し上げたんで、その辺でもう

一度御答弁をお願いいたします。 

 それから内部団体の補助金の件は、ほかにもこういった補助金はたくさんあると思いますけど、

それを今後どうしていくのか、その辺の方針を御説明ください。 

 それから総合計画の分は、内容というよりは、どういう取り組み方をしていくのか、総合計画

を策定するに当たって、これ委託料になっていますから、９０２万円を使ってどこかに委託する

んですよね。今お聞きした範囲のことを、そういう業務を委託することがどうこうというよりも、

やっぱりその総合計画、新庁建設計画と同じような位置づけだというんだったらちょっと議論に

はならんのですが、総合計画はやっぱりまちの基本的な将来像を明確にする大事なものだと思う

んです。それを機械的にというか、単に外部に委託して本をつくりゃええというもんじゃなくて、

やっぱり作成する過程でいかに、もちろん町の内部の意見、議論も必要でしょうし、住民の方を

交えた取り組みというのが不可欠であろうと、このまちの将来像を明確にする計画書ですから、

それをちょっと心もとないというんですか、この委託料でぽんと上がってきていると、で、こう

いうことをしますよというんじゃなくて、総合計画の策定について、どういうスタンスで取り組

んでいくんか、どういうプロセスでつくり上げていくんか、その辺をもう少し踏み込んだ御答弁

を期待したいところでありますが、その辺どういうふうに、どういうプロセスでどういう組織で

どういう態勢でつくっていこうとしているのかその辺を御説明ください。 

 それと、宮本常一記念館のホームページサーバの維持管理の業務３５万７,０００円というこ

となんですが、ちょっと古い話をして申し訳ないんですが、この宮本常一記念館のホームページ

を、元データをつくり上げるときには、町に事務局がある、ある団体に委託をして、広大の協力

も得て、膨大なデータを入れ込んで、それで今のホームページをつくり上げているというふうに

思っていますが、そのとき、なぜ町が事務局を置く団体にあえて業務委託をするのかと言ったと

きに、その理由は非常に特殊な業務で専門性を有する団体はほかにはないと、この団体しかでき

んのじゃと、それほどまでに高い技術力を持っているその団体に、なぜここを選定せずに、あえ

て町外の業者に選定しているのでしょうか、その理由をちょっとお聞かせください。 
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○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  まず１点、定住促進の事業によっては、移住してきた方々が何人お

るというのはわかるけども、追跡調査は必要じゃないかということでございます。確かにそれは

必要だと思うんですけれども、その方が入られてからは、町内の町民になられて住所を移します

から、住民になられるわけでございますので、調査というのはできる限りでやってみたいとは思

いますけれども、住民ということで、個人情報というのもございますので、可能な限りの調査で

対応させていただきたいというふうに思っております。 

 それと、定住促進対策事業が、これぐらいの金額でやるのはどうなんだろうかということでご

ざいますが、町長もよく申し上げておりますけれども、定住に係る施策というのは、全て町が行

う事業のあらゆるところにかかってくるというふうに常々町長が申し上げておりますけれども、

まさにそのとおりでございまして、確かに定住促進対策事業につきましてはこの予算でございま

すが、定住住宅の建設費であったり、あらゆる事業がございます。その中で、定住に向けた取り

組みというのは個々それぞれありますので、そういったところで定住対策には取り組んでいるん

だということで御理解をいただけたらと思います。 

 それと、即時抗告に係る住民の方への対応ということでございますけれども、寄附金をいただ

いたわけでございますが、寄附金にはいろんな目的といいますか、寄附をしていただいた方々に

も、どういうことに使ってくれというようなことも中にはありました。ですから一つのことだけ

に全ての寄附金を使うというのではなくて、いろんなところでそれを活用できたらというのが一

つございます。先ほども申し上げましたけれども、確かに住民の方々にこれだけではなくて、何

らかの形で支援をするべきじゃないかという部分については、これからまた考えていかなきゃい

けないというふうに思っておりますので、まだ、ただ具体的にどういうことをやるのかというこ

とになると、ちょっとお答えできないところでございますが、何らかの形で今後対応していきた

いというふうに思っているところでございます。 

 それと、他の補助金、協議会のほうの不祥事による補助金については、今回４団体５事業とい

うふうにさせていただきましたけれども、議員さん言われたように、他の補助金についても検討

が必要じゃないかということでございます。そのとおりだと思っています。でありますので、他

の補助金につきましては、また令和２年度においても検討を重ねていく予定にしております。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  即時抗告を断念したということで、住民の皆さん方が制限債権の申し立

てを行っておりますが、それが全額保証される道が今回のこれで途絶える、要するに制限がかか

った損害賠償になるということになります。このことは当然申し立てを、オルデンドルフ社が責

任制限の申し立てをしたから、それに対して私たちはすぐに即時抗告をやったわけですが、それ
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は結果的に却下されたということで、それならその対抗手段として特別抗告などがあるというこ

ともお聞きしました。しかしながら、これは即時抗告をしないという決定をしたという理由は、

なかなかいろいろ弁護士の先生からもお聞きしましたところ、通るものではないというようなこ

とが多いということでしたんで、それでは受け入れざるを得ないということで、特別抗告はしな

い決定をさせていただきました。そうしますと、債券は制限のかかったままで確定する可能性が

強いということになります。 

 それで今おっしゃられたように、それに対して住民の皆さん方が出した損害賠償が制限がかか

ってしまうと、それに対して何らかの方法で町は考えられることはないのかという御質問だった

と思いますが、それも当然、何かしら考えなければならないという気持ちはございます。責任債

権が確定するのがまだまだもっと先になるということでございますので、今ここで、その例えば

約５５％だと思いますが、届け出ておる債権の５５％ぐらいにカットされるんじゃないかという

ふうに見ておりますが、それを少しでも６０％の６０％よりも戻すように、町が何らかのことを

考えてはどうかということでございまして、私も心情的にといいますか気持ちの上では、損害を

届け出たのがカットされるというようなことは、非常に理不尽なことであるというふうに思いま

すし、そのことに対しては報道にも発表しましたが、非常に私としても町長としても憤りを感じ

ておるわけでございます。しからばそれに対して何らかのことをしてはどうかということでござ

いますが、今ここで何々をしようということは、まだなかなか申し上げるまでのまとめがついて

おりませんが、しかしながら、何らかのことは考えなければならないのではないかというふうに

思っております。これは、今から２年ぐらいはかかるんじゃないかというふうな話もありますの

で、少し考えてみたいと思いますし、またこれは、周防大島町だけではなくて、県も水道企業団

も、また他の町外の一般の事業者もたくさんあるわけでございますが、その中でも町民の個人の

皆さん方、または町民の中の事業者、営業をやっておられる方のことについては、特別な思いが

あるというふうなことは申し上げておきたいと思いますし、またそのことを、例えば県に頼んで

何とかしてほしいと言っても、なかなかそれは難しいんではないかというふうに今思っておりま

すが、いずれにしましても、何らかのことを考えていかなければならないのかなという気持ちは

ございますんで、それはまだ時間をいただきたいと思います。 

 もう１点、私からも申し上げたいんですが、定住の予算が５７０万円、今まで補助金を出して

おったものが、直に町の財務会計の中に戻ってくるということにしたんですが、予算が少ないん

じゃないかというお話があった、大変ありがたいお話でございますが、今部長が申し上げました

ように、あらゆるところに定住に結びつくような予算組みをしてくださいということは、各部課

にも話を出しております。そのことから、一つには子育て施策を充実することによって定住につ

なげていこうということからして、子ども、中学生までの医療費の所得制限なしの無料化とか、
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または今回始まった保育料の無料化とか、そういう子育て支援とか、または先ほどから話題にな

りました定住のための住宅とかいろいろなことがありまして、ここの今、定住促進対策事業の

５７０万２,０００円というのは、この定住者に定住していただけるような方にアピールして歩

くこととか、そういうふうな事務局的な経費だというふうに思っていただきたいと思いますし、

その中で先ほど答弁がありましたが、移住世帯数が７４件と移住者数が１８９件の追跡調査をし

ておるのかということでございますが、きちんとした追跡調査というのは、何となしに個人情報

のこともあったりして、そういうことではなくて、移住者同士のネットワークというのは結構で

きておるわけでございまして、この定住促進の協議会がありますが、そこの事務局と移住してき

た方々とのネットワークとか、連絡調節が結構できておるんです。それで、そういう方々と密な

連絡ができておりますので、移住イベントなどにこの移住してきた方々に出ていただいて、イベ

ント等にも参加していただくというケースが大変多くあります。先般も移住クラブといって、知

事さんを団長に、この大島文化センターで町内の移住者を集めて、たくさんの大きなイベントが

ありましたが、そのときも外に出店されちょる方は、移住者で、なおかつ物販をやられておる方

に、役場の前の広場とか文化センターの前にずっと移住者で町内で起業しておる方に出店をして

いただいたりとかですね、そのような、事務局とこの移住して来ていただいた方々とは、非常に

密な連絡は取り合っておるわけでございまして、いろいろなとこでのイベント等にも参加いただ

いておるわけでございますから、あと、きちんとその追跡調査という言葉ではなくで、その移住

者と事務局との、このネットワークはちゃんとできておるということは、お知らせしておきたい

と思います。 

○議長（荒川 政義君）  西川教育長。（発言する者あり） 

 承知しました。はい、藤井社会教育課長。 

○社会教育課長（藤井 郁男君）  田中議員さんのほうから、ホームページサーバー管理業務につ

いての再質問につきましてお答えをいたします。 

 当時、宮本常一資料保存研究協議会が行ったものは、宮本常一関係資料、写真、蔵書・文

書、──文書については宮本常一の生原稿を整理をいたしたものでございます。三つの資料それ

ぞれのリストを作成し、写真はスキャニングしてデータ化をいたしました。あくまでも、ホーム

ページ掲載用の資料づくりの一環で行ったものです。 

○議長（荒川 政義君）  西川教育長。 

○教育長（西川 敏之君）  補足させていただきます。 

 データを作った後、それを管理するのは、また、少し別だと思っております。ですから、今回、

上げさせていただいておりますのはホームページサーバーの管理業務ですから、作ったデータを

いかに活用するか、データを作る専門性の高いところが管理の専門性が高いとは言い切れないと
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ころがあるのではないかと理解しております。 

○議長（荒川 政義君）  岡本政策企画課長。 

○政策企画課長（岡本 義雄君）  田中議員さんからの総合計画の策定のプロセスについての御質

問にお答えいたします。 

 総合計画の策定にあたりましては、総合計画策定委員会において総合計画の原案を作成し、原

案の作成につきましては策定プロジェクトチームをおいて、そこの分野で原案を作成してまいり

ます。でき上がりました原案は、総合計画策定審議会のほうに諮ることになっております。 

 総合計画の策定のプロセスにおいて、住民の方々の参加の機会と、そこで得られた意見の集約

を計画に反映してまいるようにしていきたいというふうに考えております。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  最後ですが、定住対策事業の、いろんな政策があるというのは、

もちろんわかってるんですが、これはなんていうんですかね、まちづくりのその方向性っていう

んですか、ビジョンともかかわってくることなんでしょうけど、いろんな施策でやらなけいけな

い、取り組まなきゃいけないからこそ、やっぱり中心となるのが、この定住対策の大もとであろ

うと思うんですよ、単にそれを繋ぎ合わせるっていうんじゃなくて、いろんな施策を、まあ、町

の方向性がどういう方向性を向いてるのか、ちょっと私にはわかりませんけど、それを定住対策

として一つの方向性に持っていくための、いろんな施策をマネジメントする、そういった機能を

どこかが持たなきゃいけないんですけど、それはこの予算をつけるとこがやらなきゃいけないは

ずなんですよ。で、そのためにこの資格要件ていうのもあえて、これ必要だからこの──先ほど

ちょっと御答弁ありませんでしたけど──資格要件が設けられてるんだろうと思うんですが、ち

ょっと、私はなぜこの資格要件なのかっていうのは理解できないんですけど、もし、御答弁がで

きりゃあ、御答弁いただきたいんですが、そういった大きなマネジメントをするためにはやっぱ

り権限も、そういったマンパワーっていうんですか、機能も必要だと思います。で、なおかつ、

こういったその資格要件が必要だという組織であるならば、その資格を有する人を人材育成とい

うことも、まあ将来に向けて取り組んでいかなきゃいけない、その辺のことがちょっと、よく見

えないなと、まあ、ＰＲとかいうのもあるんでしょうけど、それをずっとやっていって、果たし

て町が目指す方向に進めるのかどうか、その辺がちょっと理論的に理解できないんで、そういう

意味で、私はもっと大きな予算が必要なんじゃないんかなということを申し上げたので、ちょっ

ともう一度その辺の大きな話として、御答弁があればお願いしたいと思いますし、移住者のネッ

トワークということも、できてるんですよと、ちょっとお話もありましたけど、まあ、確かにそ

うなんでしょうけど、やっぱり、そこにネットワークができることはいいんですけど、それがや

っぱり地域と融合してはじめて、もう周防大島町の住民なんですから、移住者っていうそのくく
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りで縛るんじゃなくって地域との融合を図られるような、そういった取り組みも、こういう定住

対策のセクションが進めて行かなきゃいけないんじゃないかなというふうに考えております。 

 それと、総合計画の、ちょっと今、御答弁ありましたけど、これまで通りの進め方というよう

な印象を受けて、実に行政的なっていうんですかね、あまり期待できないっていうんですかね、

やっぱり、もうこういう時代ですから、その総合計画を作るにしても今までの形式にとらわれな

い進め方で検討して、今までにはないような、町民の方にはっきり言って、簡単に言えば、町民

の方が見て、「あっ、周防大島ってこういう方向性で進むのか」と、「これからまちづくりをし

ていくのか」と、いうようなことがわかるような、町民の方に手に取ってもらえるような、そう

いった総合計画を目指すべきなんじゃないかなと、そのためには、やっぱり今まで通りのプロジ

ェクトチームを作るっていうのは中の話なんでしょうけど、そういうチームを作って総合計画策

定審議会、まあそういった外部の方に入ってもらったという委員会をつくるんでしょうけど、そ

うじゃなくってもう少し、本当に、まず計画書をそういった本当に役に立つっていうんですかね、

町の将来像がきちっと理解してもらえるような計画書にするために、やっぱり簡単に言えば面白

い、見て楽しいっていうんですかね、面白い、興味を持てるようなそういった計画書にすると。

単にですね、そのいろんな施策を進めるために総合計画に入っていないとできないから入れこん

でいくよと、その新町建設計画じゃないですけど、そういう裏話の話じゃなくて、やっぱり町の

ビジョンを明確に表しているような、そういった、「そのためにこういう施策が必要なんです

よ」と、「じゃあ私はこういう立場でここへ加われるんだ」とか、まあ、当事者意識を持てるよ

うな、そういった町民の方を交えた真摯な議論ができるような、そういった総合計画を作ってい

くというプロセスっていうんですかね、それが求められている時代じゃないんかと思うんですが、

先ほどの答弁じゃあまりにもこう、事務的な官僚的な答弁で、非常に心もとないなと思いました

んで、もし、──まあないでしょうけど──なんか御答弁があればお願いします。 

 それとホームページ、データを作ることはできてもホームページの管理は別よと、データを作

るほうがかなり難しい作業だと思うんですけど、まあそれは詳しいことはわかりませんけど、私

が言いたいのは、その時の高い技術力を持った団体があって、そこにあえて、ほかの業者にはこ

ういった今の外部委託をされるような業者はできませんと、この業者じゃないとこのデータを作

ることはできないという、そういった高い技術力を持った団体があって、──今あるのかどうか

わかりませんけど──その時の中心メンバーの方が今、町の職員でいらっしゃるんですから、そ

こだけ高い技術力を持っている方がいるんであれば、業務委託を出さなくても、外部に出さなく

ても３５万７,０００円ぐらいの事務だったら、町の職員でできるんじゃないんですか、という

意味で申し上げているんで、そういう観点からもう一度御答弁をお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 
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○総務部長（中村 満男君）  まず、第１点。済みません、答弁が漏れておりましたようで、会計

年度任用職員の採用についての条件を付していると、これは定住・移住相談業務のことだと思い

ます。これについては、そういう記述をさせていただいておりますので、定住・移住相談業務と

いうことで……。これは、こういう条件をする場合には、業務を遂行する上で、知識を有するこ

とによって顧客に対し、信頼感や安心感を持っていただくことができるということで、そういう

条件を付しております。 

 ファイナンシャルプランナーを、この定住・移住相談業務に従事していただくために、そこの

条件に付してるのは何のためかということでございますが、移住は家族のライフプランに大きな

影響を与えることから移住後の必要なる資金や移住の計画について、通常の移住に関する相談の

みならずライフプランやマネープランに関するさまざまな相談に対して専門的な知見からアドバ

イスが可能となるということで、ファイナンシャルプランナーを資格ということを記述させてい

ただいております。 

 現実に、御承知の通り今まで定住促進協議会のほうで相談業務等行ってまいりましたけれども、

そういう対応をしていたのが、これまで対応していたのがファイナンシャルプランナーなんでご

ざいます。で、これまでの実績を見ても、そのファイナンシャルプランナーという資格が功を奏

しているといいますか、有効であったというような解釈をしております。 

 そういったことで、今回の募集の資格条件については、同じようにファイナンシャルプラン

ナーとさせていただいたところでございます。まあ、今後において、また資格条件を別のほうに

変えたほうがいいんじゃないかということが起きれば、当然、そこらは検討していきたいと思っ

ております。 

 次に、いろいろな定住施策を繋いでいくのが、この定住促進協議会の事業じゃないか、だから

この予算ではということでございます。定住促進協議会というのはどちらかと言いますと、相談

業務的なところ、移住者の相談業務的なところをやってきたところでございますが、総合的にい

ろいろな、──先ほど町長も申し上げました──いろいろなところでいろいろな定住事業を行う

上で、それをマネジメントと言いますか、作っていくのは、やはり、町のあり方としては企画サ

イド、全体で考えてまとめるのは企画サイドではないか、と言いますのが、このたび、一年ほど

延長いたしまして令和３年度からのまち・ひと・しごと総合戦略を策定する上で、こういった定

住に対する事業のマネジメントといいますか、まとめあげるのはこの計画が大きなところを占め

るんではないかと思ってます。ですから、この計画をまとめ上げていくところが今回であれば政

策企画課というところでございますので、そういったところが、全体的なものを作り上げて、定

住事業については作り上げていくであろうというふうに思っております。 

○議長（荒川 政義君）  町長。 
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○町長（椎木  巧君）  田中議員さんの質問に、先にお答えしたというふうに私は思っておるん

ですが、定住者に対して追跡調査をしておるかというからですね、追跡調査は実はしておりませ

ん。していないというのは個人情報のことがあったりしますので、その追跡調査というようなこ

とまではやっておりませんが、しかしながら、移住者とのネットワークはきちんと繋いでおりま

すよ、というような答弁を申し上げたわけでございます。ですから、追跡調査かそうではないか

ということに対しては、追跡調査はしていませんが、という意味でございます。 

 もう１点のファイナンシャルプランナーをこれらの資格の要件にしておると、会計年度任用職

員の募集の表記をしておると言うことなんですが、実は、今までの定住促進協議会を平成２４年

じゃったかね（発言する者あり）２４年……（発言する者あり）まあ、済みません。定住促進協

議会を立ち上げるときに、町の職員の政策企画課の中で立ち上げようとしたんですが、当然なが

ら町の職員というのは、それぞれ自分の定型的な仕事を持っております。それで移住相談を例え

ばここで受け付ける、または移住ツアーをやる、または県外で、大都市で移住のイベントをやる、

そういう時になかなか自分の仕事と整合性が取れなくて、急遽そっちは行かれんよとかこっちの

仕事があるよとかいうことになりますので、それで定住促進協議会というのを立ち上げて、そこ

に嘱託職員を置いて、そこである程度自由度を高めてフリーハンドを持ってこの移住相談や移住

イベントやそして移住のツアーや、ことがやれるような職員をと、言うことで、探しておったと

ころ、商船高専が始めました島スクエアの中で、この講演をやった方が、たまたま大島への移住

者でございました。その移住者であって、そういう家計の、移住してきたのちの家計の事を彼が

紹介したんですが、そういうことで、彼に声をかけて、確かにそういうことが移住相談には非常

に重要であるというふうな私は認識を持ったもんですから、それで、それをヘッドハンティング

とは言いませんが、定住促進協議会の嘱託職員になりませんかということで、やったところ、非

常にこの移住相談を受けるときに、それがわりと功を奏しておったということで、移住相談を受

けた方、または移住してきた方からも非常に好評でございまして、こういう移住相談のあったと

こは、他の自治体とかそういったとこはなかったというようなことも、声もいただきまして、ぜ

ひともそういうんだったら、次の会計年度任用職員になったとしても、制度が変わったとしても、

ぜひともこういうファイナンシャルプランナーというような方が相談員として、なってくれると、

より効果的なんではないかということで、ファイナンシャルプランナーっていうのは中で育てる

ったってなかなかそう簡単にできるもんじゃありませんし、ですから、応募していただけるんで

あれば、ぜひともそういう方に応募していただきたいなという意味で、ここには、個別の制限を

かけたということでございます。ぜひとも、今、そういう方が来てくれることも期待しておると

いうことでございます。 

○議長（荒川 政義君）  西川教育長。 
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○教育長（西川 敏之君）  お答えします。 

 宮本常一データベースには、宮本常一の年表、宮本常一の紹介パネルといった宮本に係る情報、

宮本常一の著作９２２冊、蔵書１万１,１８６冊、写真画像１万４,２８２という膨大なデータが

ベースになっております。そして学芸員も必要に応じてデータを更新しております。多くのデー

タを扱っています。学芸員もシステムの専門家ではありませんので、もし、システムエラーが生

じた場合、学芸員が適切に対応できるかどうか、疑問も持っております。したがって、ホーム

ページ、ＷＥＢに関するノウハウを有する専門業者に委託することが適切な方法と考え、委託し

た次第です。 

○議長（荒川 政義君）  岡本政策企画課長。 

○政策企画課長（岡本 義雄君）  総合計画の策定につきましては、先ほど、田中議員さんより御

意見のございました、町の将来像がわかるような、そして町のビジョンがわかるような、そして

興味を持ってもらえるような計画になるように取り組んでまいりたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。小田議員。 

○議員（９番 小田 貞利君）  先ほど、１０ページの若者定住促進住宅の件です。 

 先ほどの説明では、４件の募集に対して３２人の応募があり、そのうち４０％が町外の人で、

実質は３名の方が町内の人で、１名が町外から入居しているという説明があったと思いますが、

ということは、最低でも１２名の人が大島にまだ住みたいという人がおりますね。で、今、この

計画を見ると来年度が４戸に対して、再来年、次の第３期分の土地の購入費、これが何件分かは

定かではありませんが、それ４件、４件とすると８件しかできないようなイメージを受けます。

で、じゃあ、単純に一人の世帯、親子３人か４人で大島に住んだ場合、単純に生涯給与というか

１億円から２億円ぐらいになるんじゃないかと思うんですよね、で、経済効果にしても、かなり

のものが上がるんじゃないかと、今１００万人の交流人口を達成したということで、１００万人

の方が仮に１,０００円使ったとしても、１０億円ですよね。１年間に使って。で、この１０人

の世帯が大島郡に住んでくれたら、それ以上の効果があると思いますが、これにもかかわらず、

たった４件とかという部分は、まず考え方、まあ予算の部分もありますから、これで単純に終わ

るんか、ただ、次、次ということで、それをすべて賄うぐらいの計画をもっているのかどうかを

お聞かせください。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  令和元年度に入居を開始した４戸については、やっぱり、どのぐらいの

本当に希望者が出るものかというためのモデル的な取り組みでもあったということでございます

が、正確な数字は別にして、３０数人の方々が家族で、当然子供がいないと申し込めないわけで

すから、子供のいる家庭の方が申し込んでいただいたということでございまして、今、おっしゃ
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られたようにその町外からの方が、例えば４割だとすると、１２人ということになりますと

１２戸は、住めるほどの、じゃあ次に作るんじゃないんかということになると思いますが、当初

からの予定、予定ちゅうのはですね、４戸だけ作ってというモデル的には思っておったんですが、

では、そこだけぽつんと４戸だけじゃなくで、その続きとしてからある程度用地が確保できる場

所だったもんですから、トータルで１２戸は今できるわけですが、これは、今、小田議員さんか

ら大変力強いお話を、御質問をいただきましたが、まさにその費用をかけたとしてもやるべく事

業ではないかというふうに思っております。子育て世代に限定された方々が、その町内からだけ

ではなくて町外からも移住してくれると定住してくれるということになるわけですから、その財

源をきちっと確保しながら、ぜひとも取り組んで行きたいと思いますが、これは、１度に大きく

やるというのも、なかなかリスクがあるもんじゃないかと思いますし、財源的なこともあります

が、いずれにいたしましても、令和２年度と３年度の用地は買おうとしておるわけですから、そ

こまでは１２戸はできます。そうしますと、その次の用地は今のとこではもう用地がないわけで

すから、またその周辺か、または近隣でそういう用地を調査、あたるという調査をし始めなけれ

ばならないなというふうに思っています。４戸ずつだったら３年で１２戸しかできないわけです

からまあ、これがさっきの話じゃありませんが、１０戸とかもっと大量に設置するということも、

これから先の将来の計画として考えていくべき取り組みではないかというふうに、今、感じてお

るところでございます。 

○議長（荒川 政義君）  小田議員。 

○議員（９番 小田 貞利君）  ぜひ、続けていただきたいと思いますが、スピーディにやらない

と意味がないところもあるんで、それと、旧東和の跡地についても、今、３件が建っております

し、そういう土地を提供すれば、大島に来て家を建てたいということも当然、考えられると思う

んですね。募集したらどうですか。周防大島町に住みたい人、来てくださいと、こういう形で提

供しますよと、もし来年から住んでいただけるんならこの土地なら提供できる、こういう家なら

作れます、っていう形ならリスクは少ないですよ。もし、そういうことも踏まえて、積極的にお

願いしたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに。尾元議員。 

○議員（１３番 尾元  武君）  私のほうからは、予算の概要のほうで、済みません、１６ペー

ジお願いします。 

 ゆめはな開花プロジェクト推進事業及びその上の段の飯の山展望台改修事業についてお尋ねい

たします。 

 ゆめはな開花プロジェクト推進事業にあたりましては、こちらに書いてある通りですが、大島

連山の遊歩道を活用したウォーキングイベントということで、その実施準備という形であります。
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このイベントなるものが、将来的に例えば、もちろん継続して行く運びで予定しているものなの

かということと、日本ウォーキング協会とか、そういった協会が実施しているウォーキングイベ

ント等があります。まあ、そういったところにのることによって、全国的にウォーキングのファ

ンの方がすごくバッチをこう、キャップにつけてから歩くっていうことを趣味にしていらっしゃ

る方々が多々いらっしゃるわけであります。そういった流れにのっていく運びであるのかという

ことをまず、お尋ねをしたいと思います。で、それにあたってスタートの場所をどこの予定にし

ているかということも、わかればお願いしたいと思います。それが１点であります。 

 また飯の山展望台の改修事業につきましては、これにあたりましては私も何年か前に一般質問

等をさせていただきまして、ぜひとも今の危険な状態では何があるかわからないということで、

質問をさせてもらいました。このたび、やっと予算がつきまして、誠に喜ばしいことであります。 

 その中で本当に皆さん登られたことあったと思うんですけど、飯の山からの景観っていうのは、

それはもう誠に絶景であります。眼下に大島大橋を眺め、柳井からまた岩国のほうに向けて晴天

の日は、誠に、瀬戸内海でもほかではなかなか見られないと私は自負しているところであります

けど、そういったところに向けても、県道飯の山線ですか、これはもちろん町道ではありません

けど、そちらに向けての整備というものも含めて要望していただきたいていう思いがございます。

それと、展望台のみに係わらず展望台近辺の整備ですね、頂上近辺は桜の木がたくさんあります。

そしてトイレ等もあるんですけど、トイレも非常に今となってはなかなか使いにくい状況にござ

います。そういったところの整備とかも、私自身としては要望したいところでありますが、なお

かつ、それに欲を言えば飲料水として飲める水が上にあがれば、お客様としての観光客というの

も許されてくるんではないかなと、いろいろ言いましたけど、ただ、私の要望するところは、大

島大橋の玄関口の今、大多満根神社がすごく整備をされまして、本当にＮＰＯ団体等のすごい活

動もありまして、今、神代山高桜とか宇宙桜とかそういった形での名所として、また大きく復活

しております。そういったところをスタートラインにして、散策、ウオーキングのできる飯の山、

その終点が展望台という形の展開というのも将来的に望みたいと。そういったところに関しまし

て、これはただただ要望欄を最初に話したから、話が何か混乱してしまいますけど、まず、そう

いった形での飯の山展望台に向けての改修を望むところですが、それに対して何か御意見いただ

ければと思うところであります。この２点、よろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  林産業建設部長。 

○産業建設部長（林  輝昭君）  尾元議員さんの御質問にお答えいたします。 

 これ、農林課と商工観光課の両方が引っかかった事業的なものでございまして、今、やっぱり

自然に親しむというか、ああいうウオーキングというのは、すごくはやっているというふうには

思っております。そのためのイベントを、今からちょっと考えていこうというところの予算でご
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ざいますので、いきなり、もうぽんと大会が始まるとかいうようなものではないということを、

ちょっと御理解しちょっていただきたいというふうに思います。また、そういう相手がございま

したら、また教えていただければというふうにも思います。 

 あと、飯の山の展望台につきましては、一応、今年度予算化しているところでありますので、

徐々には直っていくんじゃないかと。また、登り口の県道につきましても、全部を拡幅するんで

はございませんが、部分的にこの待避所的なものを設置して、上がりやすくなるというふうには

思っております。また、そこを基準にスタートとかいうのも可能ではないかというふうには思っ

ております。 

○議長（荒川 政義君）  尾元議員。 

○議員（１３番 尾元  武君）  ありがとうございます。実施の準備の段階として、スタートラ

インでこの流れをしっかり踏んでいただいて、ぜひとも、本当に健康づくりという部分でのイベ

ントというのは結構人気がございます。今やっている歩け歩け大会、これも常連の方々がよく来

ていらっしゃるというのも、私もよく理解しているところでございます。ぜひともよろしくお願

いしたいと思います。 

 また、県道等に関しましての飯の山線、こちらのほうの要望も着実に県のほうにお願いできた

らと思います。よろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 以上で、一般会計予算の質疑を終結します。 

 お諮りします。議案第１号令和２年度周防大島町一般会計予算の質疑が終結しましたので、議

案第１号について、配付しております議案付託表により、所管の常任委員会に付託することにし

たいと思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、議案第１号につきましては、配付いたし

ました議案付託表のとおり、所管の常任委員会に付託することに決定しました。なお、討論、採

決は会期中の最終日の本会議といたします。 

 暫時休憩をします。 

午後２時17分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後２時31分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 
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────────────・────・──────────── 

日程第２．議案第２号 

日程第３．議案第３号 

日程第４．議案第４号 

日程第５．議案第５号 

日程第６．議案第６号 

○議長（荒川 政義君）  日程第２、議案第２号令和２年度周防大島町国民健康保険事業特別会計

予算から日程第６、議案第６号令和２年度周防大島町渡船事業特別会計予算までの５議案を一括

上程し、これを議題とします。 

 補足説明を求めます。近藤健康福祉部長。 

○健康福祉部長（近藤  晃君）  それでは、議案第２号から第４号までの補足説明をさせていた

だきます。 

 まず、議案第２号令和２年度周防大島町国民健康保険事業特別会計予算につきまして、補足説

明を行います。 

 特別会計予算書の１ページをお願いいたします。 

 第１条におきまして、歳入歳出予算の総額を２９億２,９５８万３,０００円と定めるものでご

ざいます。 

 第２条の歳出予算の流用では、保険給付費の同一款内での流用ができることを定めております。 

 それでは、事項別明細書により、歳入歳出予算の主なものにつきまして御説明をいたします。 

 まず、歳入でございます。事項別明細書の３ページをお願いいたします。 

 １款国民健康保険税は４億２,７２４万８,０００円を計上しております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 ２款使用料及び手数料は省略をさせていただきます。 

 ３款国庫支出金１項国庫補助金１目制度改正補助金は、制度改正等に伴います町基幹系システ

ム改修の経費に対する補助金３６万３,０００円を計上をしております。 

 ４款県支出金１項県補助金１目保険給付費等交付金は、２２億４６１万３,０００円を計上し

ておりますが、これは主に１人当たりの給付費の増により、普通交付金が増額となるものでござ

います。 

 ５ページをお願いいたします。 

 ５款財産収入は省略をさせていただきます。 

 ６款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金は２億９,２１８万８,０００円を計上してお

ります。 
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 このうち、保険基盤安定事業繰入金は、低所得者に対する保険税軽減相当額を基準として、一

般会計から繰入れを行うものでございますが、１節保険税軽減分は、県が４分の３、町が４分の

１を負担いたしまして１億８６８万８,０００円、２節保険者支援分は、国が２分の１、県と町

が４分の１ずつを負担いたしまして５,０４８万２,０００円を計上しております。 

 ４節出産育児一時金等繰入金では、出産育児一時金の支給に要する費用に対する繰入れで

１０人分の２８０万円、５節財政安定化支援事業繰入金は、地方財政措置により、国保財政が受

ける影響を勘案して算出した額の繰入れで４,７２１万５,０００円、６節その他一般会計繰入金

は、県の福祉医療費助成事業において、県と町がそれぞれ２分の１ずつを負担する国保負担軽減

対策分を、県の試算に基づきまして１,５９７万８,０００円を計上しております。 

 ６ページの７款繰越金、８款諸収入は省略させていただきます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 次に、歳出について御説明をいたします。 

 １款総務費１項総務管理費１目一般管理費は、職員人件費及び事務経費として５,６３０万

８,０００円を計上しております。 

 １０ページをお願いいたします。 

 ２目連合会負担金は３４万円を計上しております。 

 ２項徴税費１目賦課徴収費は、国民健康保険税の賦課徴収に係る事務経費を計上しております。 

 １１ページの３項運営協議会費は省略をさせていただきます。 

 １２ページをお願いいたします。 

 ２款保険給付費１項療養諸費１目一般被保険者療養給付費は１７億９,４２４万４,０００円で、

対前年度比０.９％の増となっております。 

 ２目退職被保険者等療養費は１,０００円を計上しております。 

 ３目一般被保険者療養費は４９３万６,０００円、４目退職被保険者等療養費は１,０００円、

５目審査支払手数料は４５０万６,０００円をそれぞれ計上し、１項の療養諸費の合計は１８億

３６８万８,０００円、対前年度比１.０％の増となっております。 

 ２項高額療養費１目一般被保険者高額療養費は、１項の療養諸費と同様の推計によりまして

３億１,１９７万８,０００円、対前年度比７.３％の増、１３ページの２目退職被保険者等高額

療養費は１,０００円、対前年度比９７.４％の減、３目一般被保険者高額介護合算療養費は

１８万７,０００円、４目退職被保険者等高額介護合算療養費は１,０００円とし、２項の高額療

養費は合計３億１,２１６万７,０００円を計上し、対前年度比７.３％の増となっております。 

 ３項移送費１目一般被保険者移送費２目退職被保険者等移送費については省略をいたします。 

 １４ページをお願いいたします。 
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 ４項出産育児諸費は１０人分、５項葬祭諸費は５１人分を計上しております。 

 ３款国民健康保険事業費納付金１項医療給付費分１目一般被保険者医療給付費分は、県の算定

に基づきまして４億９,８６４万３,０００円を計上しております。 

 １５ページをお願いいたします。 

 ２項後期高齢者支援金等分１目一般被保険者後期高齢者支援金等分も、県の算定に基づきまし

て１億３,４７３万５,０００円を計上しております。 

 １６ページ、３項介護納付金分も同様に、県の算定に基づきまして４,８０８万６,０００円を

計上し、医療費分、後期高齢者支援金等分、介護分の合計６億８,１４６万４,０００円を事業費

納付金として県に納付するものでございます。 

 ４款共同事業拠出金は省略いたします。 

 ５款保健事業費１項特定健康診査等事業費は、職員人件費及び特定健康診査、特定保健指導に

要する経費として３,４４７万６,０００円を計上しております。 

 １８ページをお願いいたします。 

 ２項保健事業費は、保健事業として行う医療費通知等の経費で２４９万８,０００円を計上し

ております。 

 １９ページをお願いいたします。 

 ６款基金積立金は省略をいたします。 

 ７款諸支出金１項償還金及び還付加算金１目保険税還付金は２３７万円、２目保険給付費等交

付金償還金は４４９万５,０００円、３目その他償還金は１,０００円を計上しております。 

 ２０ページをお願いいたします。 

 ２項他会計繰出金１目病院事業特別会計繰出金は、病院事業特別会計に対する特別調整交付金

の繰出金といたしまして１,７４６万３,０００円、８款予備費は５００万円を計上しております。 

 以上が、議案第２号令和２年度周防大島町国民健康保険事業特別会計予算についての概要でご

ざいます。 

 次に、議案第３号令和２年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計予算につきまして、補足

説明をいたします。 

 予算書の７ページをお願いいたします。 

 第１条におきまして、歳入歳出予算の総額を４億７,６２４万３,０００円と定めるものでござ

います。 

 次に、事項別明細書の３１ページをお願いいたします。歳入から御説明いたします。 

 １款１項後期高齢者医療保険料は３億１,１５９万円を計上し、対前年度比４.６％の増となっ

ております。 
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 ２款使用料及び手数料は省略をいたします。 

 ３款繰入金１項他会計繰入金１目事務費繰入金は、県広域連合の試算によりまして２,８５８万

４,０００円を計上し、２目保険基盤安定繰入金は１億３,５２３万５,０００円を計上しており

ます。 

 ３２ページの４款繰越金、５款諸収入は省略をいたします。 

 ３５ページをお願いいたします。 

 次に、歳出について御説明をいたします。 

 １款総務費１項総務管理費１目一般管理費は、職員人件費及び一般経費として１,８４３万円

を計上し、対前年度比１.１％の増となっております。 

 ３６ページをお願いいたします。 

 ２項徴収費は１２４万４,０００円を計上しております。 

 ２款後期高齢者医療広域連合納付金は、主に後期高齢者医療保険料の増額によりまして４億

５,５７６万７,０００円を計上し、対前年度比３.１％の増となっております。 

 ３７ページをお願いいたします。 

 ３款諸支出金１項償還金及び還付加算金１目保険料還付金は８０万２,０００円を計上してお

ります。 

 以上が、議案第３号令和２年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計予算についての概要で

ございます。 

 次に、議案第４号令和２年度周防大島町介護保険事業特別会計予算につきまして、補足説明を

行います。 

 予算書の１１ページをお願いいたします。 

 第１条で、保険事業勘定の歳入歳出予算の総額を３４億５,７２２万６,０００円と定め、介護

サービス事業勘定の歳入歳出予算の総額を８２６万９,０００円と定めるものでございます。 

 第２条の歳出予算の流用では、保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合に、

同一款内で流用できることを定めるものでございます。 

 それでは、保険事業勘定から御説明をいたします。 

 事項別明細書４９ページの歳入から御説明をいたします。 

 １款の保険料は４億７,８３８万１,０００円を計上しております。 

 現年度分の特別徴収保険料は、収納率１００％で、現年度分の普通徴収保険料は、収納率

９１％を見込んでおります。 

 なお、被保険者数におきましては、特別徴収が７,８５６人、普通徴収が４２８人を見込んで

おります。 
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 ２款の使用料及び手数料は省略をさせていただきます。 

 ３款国庫支出金１項国庫負担金１目介護給付費負担金は、給付費に係る国の法定負担分として

５億７,２４７万円を計上しております。 

 ５０ページの２項国庫補助金１目調整交付金は３億３,５７０万２,０００円を計上しておりま

す。 

 この調整交付金は、高齢化による給付費増など、市町村の努力では解消できない第１号介護保

険料の格差を是正するものでございます。 

 ２目地域支援事業交付金では、介護予防・日常生活支援総合事業と包括的支援事業・任意事業

分を合わせて３,２８０万３,０００円を計上しております。 

 ４款の支払基金交付金は、１目の介護給付費交付金は８億７,５７４万５,０００円、２目の地

域支援事業交付金は、介護予防・日常生活支援総合事業分として２,００２万７,０００円を計上

しております。 

 ５款県支出金１項県負担金１目介護給付費負担金は、県の法定負担分としまして４億８,１６６万

５,０００円を計上しております。 

 ５１ページの２項県補助金１目地域支援事業交付金は、介護予防・日常生活支援総合事業と包

括的支援事業・任意事業を合わせて１,６４０万１,０００円を計上しております。 

 ６款繰入金１項他会計繰入金１目介護給付費繰入金は、町の法定負担分として４億５４３万

７,０００円を計上しております。 

 ２目地域支援事業繰入金は、介護予防・日常生活支援総合事業と包括的支援事業・任意事業を

合わせて１,６４０万１,０００円を計上しております。 

 ３目低所得者保険料軽減対策繰入金は、議案第２９号において、介護保険条例の一部を改正す

る条例の制定について上程させていただいておりますけれども、低所得者の介護保険料を軽減す

るため、第１段階から第３段階までの保険料を消費税による公費を投入して軽減することとし、

一般会計から全額を繰出すもので５,５５６万７,０００円を計上しております。 

 ４目その他一般会計繰入金は、職員給与費、介護認定審査会等の事務経費でございます。 

 ５２ページをお願いをいたします。 

 ２項基金繰入金１目介護給付費準備基金繰入金は６,４１１万７,０００円を計上しております。 

 ３項１目の介護サービス事業勘定繰入金は、介護サービス事業勘定からの繰入れでございます。 

 ７款繰越金、８款諸収入は省略をいたします。 

 ５３ページの９款財産収入は、介護給付費準備基金の預金利子でございます。 

 次に、歳出を御説明いたします。 

 ５５ページをお願いいたします。 
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 １款総務費１項総務管理費１目一般管理費は、職員人件費と介護保険一般経費といたしまして

４,９６６万１,０００円を計上しております。 

 ５６ページの２項徴収費１目賦課徴収費は、保険料の徴収事務経費でございます。 

 ３項１目の介護認定審査会費では、介護認定等に係る経費といたしまして３,２１７万

１,０００円を計上しております。 

 ５８ページの２款保険給付費全体では、対前年度比較で０.８％の増で３２億４,３５０万円と

なっております。 

 １項サービス諸費１目介護サービス等給付費は、要介護認定者に対する給付費で２９億

４,９３９万２,０００円、２目介護予防サービス等給付費では、要支援認定者に対する給付費で

６,４０７万円を計上しております。 

 ５９ページをお願いいたします。 

 ２項その他諸費１目審査支払手数料は、国保連合会への手数料でございます。 

 ３項高額介護サービス等費は７,１９５万２,０００円を計上しております。 

 ５９ページから６０ページにかけましての４項高額医療合算介護サービス等費は１,０２０万

円を計上しております。 

 ５項特定入所者介護サービス等費は、施設に入所している低所得者の方に、食費、居住費を補

填するもので１億４,４２０万２,０００円を計上しております。 

 ６１ページをお願いいたします。 

 ３款の基金積立金は、介護給付費準備基金の預金利子のみの積立てでございます。 

 次に、４款地域支援事業費１項１目の介護予防・生活支援サービス事業費は６,２８３万

６,０００円を計上しております。 

 ２目介護予防ケアマネジメント事業費は、介護予防・生活支援サービス事業のケアプランを作

成する際の経費としまして９３０万４,０００円を計上しております。 

 ６２ページをお願いいたします。 

 ２項一般介護予防事業費は、第１号被保険者のすべての方を対象とし、地域の実情に即した効

果的・効率的な介護予防を推進する事業の経費でございます。 

 ６３ページをお願いいたします。 

 ３項包括支援事業・任意事業費１目包括的支援事業費では、地域包括支援センターの従来から

の業務であります総合相談、権利擁護、包括的継続的ケアマネジメントに要する経費でございま

す。 

 ６４ページをお願いいたします。 

 ２目の任意事業費では、在宅介護の精神的、経済的な負担を軽減するための家族介護支援、成
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年後見制度の利用支援、認知症サポーター養成事業等に要する経費でございます。 

 ６５ページをお願いいたします。 

 ３目の地域包括支援センター運営事業費では、地域包括支援センターの運営に要する経費とし

まして、保健師、社会福祉士等の職員人件費等４,４９４万８,０００円を計上しております。 

 ６６ページの４目包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費は、多職種協働によります地域

包括ケアシステムの構築を目指す地域ケア会議推進事業の経費でございます。 

 ５目在宅医療・介護連携推進事業費は、在宅医療推進事業の経費でございます。 

 ６７ページをお願いいたします。 

 ６目生活支援体制整備事業は、高齢者の社会参加や住民主体による多様な生活支援サービスを

充実するため、生活支援コーディネーターを配置し、ボランティアの養成やネットワーク化を行

う経費としまして３８５万円を計上しております。 

 ７目認知症総合支援事業費は、認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができる

よう、認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員を設置する経費等でございます。 

 ６８ページをお願いいたします。 

 ４項その他諸費は、国保連への総合事業に係る審査支払手数料等の経費でございます。 

 続きまして、介護サービス事業勘定の御説明をいたします。 

 事項別明細書７１ページの歳入から御説明をいたします。 

 １款サービス収入１項介護給付費収入１目の介護予防サービス計画費収入は、ケアプランの作

成料としまして８２３万７,０００円を計上しております。 

 ２款諸収入１項１目の雑入は、住宅改修理由書の作成料でございます。 

 次に、７２ページの歳出を御説明いたします。 

 １款サービス事業費１項１目介護予防支援事業費は、地域包括支援センターが指定介護予防支

援事業所としてケアプランを作成する事業等に要する経費としまして８２６万９,０００円を計

上しております。 

 以上が、議案第４号令和２年度周防大島町介護保険事業特別会計予算についての概要でござい

ます。 

 以上で、議案第２号から第４号までの補足説明を終わります。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（荒川 政義君）  次に、豊永環境生活部長。 

○環境生活部長（豊永  充君）  続きまして、議案第５号令和２年度周防大島町簡易水道事業特

別会計予算につきまして、補足説明をいたします。 

 特別会計予算書の１９ページをお願いいたします。 
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 第１条におきまして、歳入歳出予算の総額を６,９３０万９,０００円と定めるとともに、第

２条により、２３ページの第２表、地方債のとおり起債の目的、方法、利率及び償還の方法を定

め、その限度額を簡易水道事業債１,３１０万円、辺地対策事業債１,０６０万円と定めるもので

ございます。 

 次に、歳入歳出の主なものについて、御説明いたします。 

 事項別明細書の８５ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、１款分担金及び負担金１項負担金１目加入負担金は、新規加入を１件分、

３万３,０００円を計上しております。 

 ２款使用料及び手数料１項使用料１目給水使用料は、現年度分と滞納繰越分を合わせて

４５１万１,０００円を計上しております。 

 ３款県支出金１項県補助金１目簡易水道費県補助金は、浮島地区海底送水管布設事業に係る県

補助金として１,８５０万円を計上しております。 

 ８６ページ、４款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金は、一般会計から２,２５６万

円を繰入れて財源調整をしております。 

 ８７ページ、７款町債１項町債１目簡易水道事業債は１,３１０万円、２目辺地対策事業債は

１,０６０万円を計上し、浮島地区海底送水管布設事業に充当するものでございます。 

 次に、歳出につきまして、８９ページをお願いいたします。 

 １款簡易水道費１項事務費１目総務費は５１７万７,０００円を計上しております。 

 主なものといたしましては、１８節負担金、補助及び交付金の水道事業特別会計への収納業務

等負担金として４４９万２,０００円を計上しております。 

 ２項事業費１目維持管理費は、前島、笠佐島、浮島の３離島に係る簡易水道施設の維持管理費

として１,４７２万４,０００円を計上しております。 

 主なものといたしましては、９０ページ、１０節需用費のうち、光熱水費として２０４万

３,０００円、修繕費として３５６万５,０００円、１１節役務費のうち、浮島地区海底送水管損

害保険料として９１万６,０００円を新たに計上、１２節委託料のうち、電気計装保守点検等と

して２９５万５,０００円、水質検査として１４７万８,０００円、水道施設監視点検として

２２７万円を計上しております。 

 ９１ページ、２目設備費１４節工事請負費は、浮島地区海底送水管布設事業に係る浮島・神浦

両地区の送・配水管布設等の残りの工事として４,２００万円を計上しております。 

 ２款公債費１項公債費は、１目元金として５３４万６,０００円、２目利子として１３４万

２,０００円、９２ページ、３款諸支出金１項償還金１目還付金は、漏水減免等の還付金として

１０万円、４款予備費は２０万円を計上しております。 
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 以上が、議案第５号令和２年度周防大島町簡易水道事業特別会計予算の概要でございます。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（荒川 政義君）  次に、中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  続きまして、議案第６号令和２年度周防大島町渡船事業特別会計予

算について、補足説明をいたします。 

 特別会計予算書の２５ページをお願いいたします。 

 第１条におきまして、歳入歳出予算の総額を８,３２７万３,０００円と定めております。 

 それでは、事項別明細書の９７ページをお開き願います。 

 まず、歳入からでございます。 

 １款使用料及び手数料１項使用料は、前島航路１４８万８,０００円、情島航路１９０万

５,０００円、浮島航路１,０９６万９,０００円と見込み、合わせて１,４３６万２,０００円の

計上でございます。 

 ２項手数料は、手荷物等の手数料でありますが、３航路を合わせて２１３万１,０００円を計

上しております。 

 ９８ページの２款国庫支出金は、それぞれの航路に係る国庫補助金として２,３６５万

２,０００円を計上いたしました。 

 ３款県支出金は、航路補助金として２,６２７万７,０００円の計上でございます。 

 ４款繰入金は、一般会計から１,６７８万９,０００円を繰入れることといたしております。 

 ９９ページ、５款諸収入は、主に各航路の臨時船員に関する雇用保険料の個人負担分でござい

ます。 

 １０１ページをお願いいたします。歳出でございます。 

 １款事業費１項事務費１目総務費の職員人件費は１名分の計上でございます。 

 総務一般経費は、３航路運営のための事業経費の計上でございます。 

 １０２ページからの２項事業費１目前島航路運航費は２,３２８万円の計上で、職員人件費及

び賃金が主なものでございます。 

 １０４ページ、２目情島航路運航費も２,２９１万５,０００円の計上で、職員人件費及び賃金

がその主なものでございますが、せと丸のタービンのオーバーホールやエアコンの修繕経費を新

規に計上しております。 

 １０６ページ、３目浮島航路運航費は２,９４０万２,０００円の計上で、職員人件費及び賃金

がその主なものでございます。 

 ３航路合わせて前年度比４７９万７,０００円の増となっております。 

 １０８ページ、予備費は、昨年同額の２０万円の計上でございます。 
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 以上が、議案第６号令和２年度周防大島町渡船事業特別会計予算の概要でございます。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようお願い申し上げ、補足説明を終わります。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第２号令和２年度周防大島町国民健康保険事業特別会計予算について、質疑はございませ

んか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３号令和２年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計予算について、質疑はございま

せんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第４号令和２年度周防大島町介護保険事業特別会計予算について、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第５号令和２年度周防大島町簡易水道事業特別会計予算について、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第６号令和２年度周防大島町渡船事業特別会計予算について、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 お諮りします。議案第２号令和２年度周防大島町国民健康保険事業特別会計予算から議案第

６号令和２年度周防大島町渡船事業特別会計予算までの質疑が終結をしましたので、議案第２号

から議案第６号までの５議案を配付いたしました議案付託表により、所管の常任委員会に付託す

ることにしたいと思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、議案第２号から議案第６号までの５議案

を、配付いたしました議案付託表のとおり、所管の常任委員会に付託することに決定しました。 

 なお、討論、採決は、会期中の最終日の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第７．議案第７号 

日程第８．議案第８号 
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○議長（荒川 政義君）  日程第７、議案第７号令和２年度周防大島町水道事業特別会計予算から

日程第８、議案第８号令和２年度周防大島町下水道事業特別会計予算までの２議案を一括上程し、

これを議題といたします。 

 補足説明を求めます。豊永環境生活部長。 

○環境生活部長（豊永  充君）  それでは、議案第７号令和２年度周防大島町水道事業特別会計

予算及び議案第８号令和２年度周防大島町下水道事業特別会計予算について、補足説明をいたし

ます。 

 まず、議案第７号令和２年度周防大島町水道事業特別会計予算ですが、別冊の予算書の１ペー

ジをお願いいたします。 

 第１条は、総則でございます。 

 第２条は、業務の予定量について定めております。 

 給水件数を１万件、年間総配水量を２００万立方メートル、１日平均配水量を５,４７９立方

メートルと予定し、主要な建設改良事業を水道管移設事業４１３万８,０００円、施設更新事業

１,３６６万２,０００円としております。 

 第３条は、収益的収入及び支出の予定額について定めるもので、収入につきましては、第１款

水道事業収益を８億３,３０６万９,０００円とし、内訳といたしまして、第１項営業収益３億

７,９３９万９,０００円、第２項営業外収益４億５,３６６万９,０００円、第３項特別利益を

１,０００円とし、支出につきましては、第１款水道事業費用８億１,１９２万９,０００円とし、

内訳といたしまして、第１項営業費用７億７,５３１万１,０００円、第２項営業外費用

３,６３１万８,０００円、第３項予備費３０万円としております。 

 ２ページの第４条は、資本的収入及び支出の予定額を定めるもので、収入につきましては、第

１款資本的収入を１,３６０万円とし、内訳といたしまして、第１項企業債１,３６０万円とし、

支出につきましては、第１款資本的支出１億９,３４８万３,０００円とし、内訳といたしまして、

第１項建設改良費１,７８０万円、第２項企業債償還金１億７,５５８万３,０００円、第３項予

備費１０万円としております。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１億７,９８８万３,０００円は、当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６１万８,０００円、過年度分損益勘定留保資金

１億３,８４８万６,０００円、当年度分損益勘定留保資金３,９７７万９,０００円で補填するも

のでございます。 

 第５条は、企業債について定めるもので、起債の目的、限度額、起債の方法、利率、償還の方

法を定めており、内訳といたしまして、橘地区の水道監視装置更新に伴う施設更新事業について、

限度額を１,３６０万円としております。 
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 第６条は、一時借入金の限度額を７,０００万円と定め、第７条は、予定支出の各項の経費の

金額を流用することができる場合として、消費税及び地方消費税に不足が生じた場合、営業費用

及び営業外費用の間の流用を定めています。 

 第８条は、議会の議決を経なければ流用することができない経費として、職員給与費７,３４５万

円と定め、第９条は、他会計からの補助金として、水道事業健全財政運営のため、一般会計から

この会計へ補助を受ける金額を３億９,９２２万１,０００円と定めています。 

 第１０条は、器具費や材料費等の棚卸資産購入限度額を８８５万４,０００円としています。 

 附属資料といたしまして、５ページ以降に予算説明書などを添付しております。 

 以上が、議案第７号令和２年度周防大島町水道事業特別会計予算の補足説明でございます。 

 次に、議案第８号令和２年度周防大島町下水道事業特別会計予算についてですが、当年度から

下水道事業に地方公営企業法の財務規程を適用いたしましたので、水道事業同様、別冊の予算書

としております。 

 それでは、別冊予算書の１ページをお願いいたします。 

 第１条は、総則でございます。 

 第２条は、業務の予定量について定めております。 

 処理区域内人口を６,１００人、年間有収水量を５２万１,０００立方メートル、１日平均処理

水量を１,４２７立方メートルと予定し、主要な建設改良事業を久賀・大島処理区及び東和片添

処理区に係る特定公共下水道建設改良事業として１３億８,４７７万円、和田処理区に係る農業

集落排水処理施設建設改良事業として９０９万３,０００円、浮島処理区に係る漁業集落排水処

理施設建設改良事業として１,６００万円としております。 

 第３条は、収益的収入及び支出の予定額について定めるもので、収入につきましては、第１款

下水道事業収益を９億１,６４５万５,０００円とし、内訳といたしまして、第１項営業収益１億

８１６万９,０００円、第２項営業外収益７億９,９５９万４,０００円、第３項特別利益を

８６９万２,０００円とし、支出につきましては、第１款下水道事業費用８億３,９８４万

８,０００円とし、内訳といたしまして、第１項営業費用７億７,２８６万４,０００円、第２項

営業外費用５,３４９万２,０００円、第３項特別損失１,２１９万２,０００円、第４項予備費

１３０万円としております。 

 ２ページの第４条は、資本的収入及び支出の予定額を定めるもので、収入につきましては、第

１款資本的収入を１４億２,５４９万３,０００円とし、内訳といたしまして、第１項企業債９億

３,１７０万円、第２項補助金４億９,３５５万円、第３項負担金２４万３,０００円とし、支出

につきましては、第１款資本的支出１６億８,５３８万７,０００円とし、内訳といたしまして、

第１項建設改良費１４億９８６万３,０００円、第２項企業債償還金２億７,５５２万４,０００円
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としております。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額、２億５,９８９万４,０００円は、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８,３００万５,０００円、当年度分損益勘定留保資

金１億７,６８８万９,０００円で補填するものでございます。 

 第４条の２は、特例的収入及び支出に関する規程で、地方公営企業法施行令第４条第４項に基

づく、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金を３５２万７,０００円、未払い金を

４,７５２万７,０００円としております。 

 第５条は、債務負担行為の事項、期間及び限度額について定めるもので、公共下水道施設機能

保全事業として、安下庄及び東和片添浄化センターの施設更新事業を、令和２年度から３年度に

かけて４億７,６００万円を限度とするものでございます。 

 ３ページの第６条は、企業債について定めるもので、起債の目的、限度額、起債の方法、利率、

償還の方法を定めており、内訳といたしまして、久賀・大島処理区及び東和片添処理区の未普及

対策事業や東和片添浄化センター等の施設更新事業に係る特定環境保全公共下水道建設改良事業

８億８,１１０万円、和田浄化センター全窒素リン計機器更新事業等に係る農業集落排水処理施

設建設改良事業７１０万円、浮島浄化センター機能保全事業に係る漁業集落排水処理施設建設改

良事業８００万円、及び資本費平準化３,５５０万円の計９億３,１７０万円を限度額としており

ます。 

 第７条は、一時借入金の限度額を５億円と定め、第８条は、予定支出の各項の経費の金額を流

用することができる場合として、消費税及び地方消費税に不足が生じた場合、営業費用及び営業

外費用の間の流用を定めています。 

 第９条は、議会の議決を経なければ流用することができない経費として、職員給与費８,４９７万

６,０００円と定め、第１０条は、他会計からの補助金として、下水道事業健全財政運営のため、

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額を３億８,３９２万４,０００円と定めています。 

 附属資料といたしまして、４ページ以降に予算説明書などを添付しております。 

 以上が、議案第８号令和２年度周防大島町下水道事業特別会計予算の補足説明でございます。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第７号令和２年度周防大島町水道事業特別会計予算について、質疑はございませんか。砂

田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  この５条の起債の目的のところで、橘地区の施設更新事業という

ふうに御説明されたと思うんですが、限度額が１,３６０万円で、この事業の内容について御説



- 176 - 

明いただけますでしょうか。範囲とか、事業費とか、その辺は。 

 それから、以前、部長が答弁の中で、県東部の水道事業の統合が計画されているというふうな

ことをおっしゃいましたけれども、この統合計画について、今わかっている範囲でどういうこと

なのか、どういう事業内容の範囲が統合されるのか、どの範囲で統合されるのか、その辺、わか

っている範囲で教えていただきたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  豊永環境生活部長。 

○環境生活部長（豊永  充君）  砂田議員さんからの御質問でございます橘地区の施設更新事業

の内容でございますが、現在、安下庄の浄化センターの中に配水池の水位であるとか流量である

とかという監視システムの端末というか、がございます。 

 ただ、もうかなり整備してから年数がたっております関係で、システムに不具合が出ているこ

とと、現在、水道課が久賀東庁舎に職員が在駐しておりまして、東庁舎ではその監視システムの

数値を見ることができず、その安下庄の浄化センターまで行って数値確認をせざるを得ないとい

う状況もありますので、水道課でクラウドという方式を使おうと思っておるんですが、監視シス

テムを新たに更新するために１,３６６万２,０００円の支出というか、工事請負費として予算計

上をしております。 

 それから、水道事業統合についてですが、まだ県内でというか、水道事業統合を全体的に進め

るという動きはございません。 

 以前の議会等で、事業統合に向けてというお話を差し上げたのは、柳井広域水道の加入市町の

間で、最終目標としてはその事業統合というところを設定はしておりますけれども、まだその事

業の共同化とか、会計の統合とかというような段階には至っておりませんので、前回答弁したと

きと比べて、進歩というか進んではおりません。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  事業統合について、以前、説明を受けたのも事業統合するという

だけの話だったので、中身についは何も説明を受けていないので、その時点がどういう時点だっ

たのかもわからないので、中身を聞くのは初めてだと思うんです。 

 当時は、去年の１２月議会だったと思いますけれども、県の音頭でそういう統合が計画といい

ますか、計画という表現だったかどうか、統合するように促されているかのような御説明を受け

たような気がするんですが、そういう事実があるのかどうか。 

 この前、２月の２０日ですか、柳井広域水道企業団の議会も傍聴に行ったんですが、準備会の

ようなものがもう立ち上がっていて、そこで統合についての話し合いも既に始まっているという

ふうなことを伺ったように思うんですが、つまり、そういう話がどの程度かわかりませんが、一

面ではそういう話が進んでいるのかなというふうに思うんですが、さっぱり、こちらには見えて
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こないと言いますかね、その辺はもう少しオープンに、ガラス張りにしていただきたいなという

ふうな思いで質問しているんですが、全く火も煙もないところで、部長が統合に向けてというよ

うな発言されたとは、私は思えないので、その具体的なものを伺っています。 

○議長（荒川 政義君）  豊永環境生活部長。 

○環境生活部長（豊永  充君）  砂田議員さんの御質問でございます。 

 協議体というか、協議をする場というのは柳井市、周防大島町、田布施町、平生町、上関町の

１市４町でそういう協議をする場というのは設けております。先ほど最終目標はというふうには

申し上げましたが、それに至るまでの課題というのはそれぞれの事業体さんが抱えておりますの

で、まずは、例えば窓口業務の共通化とか資材の購入とかを共同でできないかというところから

今、始めております。 

 実際に広域的な取り組みについては、厚生労働省というか、国なり県が中小規模の水道事業体

の経営を将来的なことを考えると、ある程度広域化しないと経営ができないというところで、音

頭を取るというか、県にそういう調整とかをしなさいというような、半ば義務的な部分で指導、

指導というか方針を打ち出しておりますので、県が、柳井広域が柳井広域水道企業団から受水を

している、岩国市も実際は一部あるんですけれども、主に受水をしている１市４町について、広

域化に向けて会合の場をつくるということで調整をしておられると。 

 ただ、現実問題として、まだ、それぞれの事業体が統合に向けて足並みをそろえるというとこ

ろまではいっておりませんので、前段階でできるところをすり合わせをしましょうということで、

窓口業務の共通化とか資材の共同調達というあたりで、今、それぞれの取り組みをしているとい

う状況でございます。 

○議長（荒川 政義君）  いいですか。ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第８号令和２年度周防大島町下水道事業特別会計予算について、質疑はございませんか。

砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  普通は部分的に出来上がったところから、供給を開始をしていく

というふうに伺っていますが、それはどういう地域が、どれぐらい先に供給が開始されるのか、

それが１点です。 

 それから、今、この最近、町民の方から国道が片側通行になって、下水道の工事で、大変だな

という話は何人かに聞くんですが、管の工事というのは国道をああいうふうに規制をして、管の

工事というのは何年ぐらいまで、何年先まで行われる予定なのか、それもしわかりましたら、お

願いをいたします。 
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○議長（荒川 政義君）  江本下水道課長。 

○下水道課長（江本 達志君）  ただいまの砂田議員さんの御質問にお答えしたいと思います。 

 今、供用開始につきましては、今の予定ではございますが、ことしの１０月１日以降というこ

とを予定をして、今現在、整備を進めております。 

 区域といたしましては、処理場の近いところからということになりますので、まずは椋野地区、

それから三蒲の一部、一部というのが今の予定だと三蒲川から東側の旧県道敷といいますか、中

の町道の、現在町道になっていますが、町道よりも北側、海側と、それから、東については、今、

できれば何とか流田川の西まで行けたらいいかなというふうに考えております。 

 ただ、今の予定なので、県の代行事業との進み具合の絡みもございますので、もう少し時間が

たってわかれば、また、お示しをしたいというふうに思います。 

 それと、国道に管を埋めて工事を施工しているということで、大変皆様には御迷惑をかけてお

ります。これは、県代行事業と、今、椋野なんかやっているのは県代行事業ということになりま

すので、それと主、久賀側については、ほかの国道については町の幹線ということで町が主に進

めております。 

 この残りの期間ということになりますが、現段階でいくと、まだ、八幡のほうまで行かなけれ

ばいけないので、久賀のほうとしてはまだ四、五年はかかるというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  いいですか。ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 お諮りします。議案第７号令和２年度周防大島町水道事業特別会計予算から議案第８号令和

２年度周防大島町下水道事業特別会計予算までの質疑が終結しましたので、議案第７号から議案

第８号までの２議案を配付いたしました議案付託表により、所管の常任委員会に付託することに

したいと思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。 

 よって、議案第７号から議案第８号までの２議案を配付いたしました議案付託表のとおり、所

管の常任委員会に付託することに決定しました。 

 なお、討論、採決は会期中の最終日の本会議といたします。 

 暫時、休憩をいたします。 

午後３時26分休憩 

……………………………………………………………………………… 
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午後３時35分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

────────────・────・──────────── 

日程第９．議案第９号 

○議長（荒川 政義君）  日程第９、議案第９号令和２年度周防大島町病院事業特別会計予算を議

題とします。 

 補足説明を求めます。石原病院事業管理者。 

○病院事業管理者（石原 得博君）  議案第９号令和２年度周防大島町病院事業特別会計予算の補

足説明を申し上げます。 

 当予算は昨年１２月議会定例会において病院事業改革等特別委員会の委員長報告をいただき、

議員の皆様にお示ししました、周防大島町病院事業局再編計画を基準として、作成しております。 

 お手元の令和２年度周防大島町病院事業特別会計予算書の１ページをお開き下さい。 

 第１条は、総則でございます。 

 第２条は、業務の予定量について定めております。 

 病床数につきましては、年度末予定数を見込んでおります。東和病院１１４床を１５床減床し

９９床に、一般病床を４５床、療養病床を５４床としております。橘医院につきましては、橘病

院の有床診療所への転換に伴い１９床としております。大島病院、２介護老人保健施設、看護学

校の病床数・定員については、令和元年度予算からの変更はございません。 

 次に入院患者数につきましては、２ページをお開き下さい。３医療機関合計で６万４,３４０人、

外来患者数は、合計で８万５,４６５人を見込んでおります。 

 介護老人保健施設の利用者数は、２老健合計で、入所４万１,１７２人、通所３,８４０人を見

込んでおります。 

 次の３ページをお願いします。大島看護専門学校の学生数は、１、２、３学年の計１０５人を

見込んでおります。主要な建設改良事業につきましては、後ほど第４条の資本的収入及び支出で

御説明申し上げます。 

 ４ページをお開き下さい。第３条は、収益的収入及び支出について定めるもので、業務の予定

量に基づき収入を合計５２億５,５３９万８,０００円。 

 ５ページをお願いします。支出を合計５２億５,５３９万８,０００円と見込んでおります。 

 第４条は、資本的収入及び支出について定めるもので、収入につきまして、東和病院の企業債

３,５４０万円、次の６ページをお願いします。橘医院の企業債１５０万円、大島病院の企業債

８,１９０万円、やすらぎ苑の企業債２,５１０万円は改修工事及び医療機器整備のための病院事

業債、介護サービス事業債及び過疎債借入を見込んで計上しております。 



- 180 - 

 また、大島病院につきましては、患者家族からの寄附金として、２０９万円を見込んでおります。 

 支出につきましては、東和病院の建設改良費３,５４２万３,０００円は、電子カルテに接続す

るＸ線フィルムレスシステムほか５品目の機器整備を、企業債償還金２億９,８２４万２,０００円

は、令和２年度中の償還予定額を見込んで計上しております。 

 橘医院の建設改良費１５４万８,０００円は、調剤支援システム１品目の機器整備を、企業債

償還金１億１,４１４万１,０００円は、令和２年度中の償還予定額を見込んでおります。 

 大島病院の建設改良費８,４０４万円は、電子カルテほかの６品目の機器整備を、企業債償還

金２億５,６２４万７,０００円は、令和２年度中の償還予定額を見込んで計上しております。 

 やすらぎ苑の建設改良費２,５１５万７,０００円は、介護医療院新設改修工事の改築工事を、

企業債償還金４,９２９万２,０００円は、令和２年度中の償還予定額を見込んでおります。 

 さざなみ苑につきましては、企業債償還金３,１１１万３,０００円を令和２年度中の償還予定

額を見込んで計上しております。 

 大島看護専門学校につきましては、企業債償還金４,９９７万１,０００円は、令和２年度中に

償還する予定額を見込み、計上しております。 

 資本的収入を合計１億４,５９９万円、支出を合計９億４,５１７万４,０００円を見込んでお

り、資本的収入額が資本的支出額に不足する７億９,９１８万４,０００円は、５ページの第４条

の冒頭に記載しておりますとおり、消費税及び地方消費税資本的収支調整額１,３２８万

８,０００円、損益勘定留保資金７億８,５８９万６,０００円で補填するものとしています。 

 次に、７ページを御覧下さい。第５条は、企業債について定めるもので、借入限度額を１億

４,３９０万円と定めております。 

 第６条は、一時借入金の限度額を１０億円と定めております。 

 第７条は、議会の議決を経なければ流用することのできない経費を定めるもので、給与費

２９億９,０６０万３,０００円、８ページをお開き下さい。交際費９０万円を計上しております。 

 第８条は、他会計からの補助金について定めるもので、計１３億２,５５４万２,０００円の繰

入を予定しております。 

 第９条は、薬品や診療材料等のたな卸資産の購入限度額を定めており、業務の予定量に基づき

８億８,８２１万８,０００円と見込み、定めております。 

 第１０条は、重要な資産の取得及び処分について定めるもので、取得する資産として建物１品

目、機械２品目をあげております。また、処分する資産として機械２品目をあげております。 

 附属資料としまして、１０ページ以降に予算に関する説明書を添付してございます。 

 以上が、令和２年度周防大島町病院事業特別会計予算の内容でございます。どうかよろしく御

審議いただき、御議決賜りますようお願い申し上げまして、補足説明を終わらせていただきます。 
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○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。 

 議案第９号令和２年度周防大島町病院事業特別会計予算について、質疑はございませんか。田

中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  １点だけお尋ねをいたしますが、これまでの再編の議論の中で徹

底的なコストカットというのですか、には取り組んでいくということだったと思うのですが、そ

れが、今回の予算でどういうふうに、個別の話ではなくて、全体としてどういうふうにあらわれ

ているのか、ちょっと端的に、こういうふうなコストカットがされているのですねというのがわ

かるような御答弁をお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  大元病院事業局総務部長。 

○病院事業局総務部長（大元 良朗君）  田中議員さんの御質問にお答えいたします。 

 費用に関する徹底的な削減の取り組みですけれども、まず、給与費でございますが、橘病院を

有床診療所化に転換することに伴いまして、人員の配置が少なくて済みますので、その職員を各

他施設への異動に伴いまして、また、年度末に多くの退職者を予定していることから、採用抑制

を行いまして、職員数を減少することを見込んでおります。その関係で、約１億３,０００万円

の減額を見込んでおります。 

 また、費用の質のほうの主なものは、給与費、材料費、経費が主でございまして、経費につい

ては、奨学金の貸付けを看護学生、大島看護専門学校の学生の就学貸付けの制限をすることによ

りまして、約３８０万円の減額を見込んでおります。 

 また、橘病院の有床診療所化に伴いまして、寝具や清掃委託、給食委託の業者との交渉等によ

り、減額を見込んでおります。 

 また、再編計画でお示していますように、経費等で、何％とかということではございませんが、

３０年度決算に近い形で、減額を行っております。 

 また、機械備品や修繕費、そういったものについては、安易に随意契約をせずに、入札できる

ものは入札していきながら、そこは予算には反映しておるところではありませんが、削減となる

ように努めていきたいというふうに考えております。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ちょっと歯切れが悪いのですけれども。大きいところは、人件費

の削減ということで、私はその人件費、特に今のような情勢になったきたときに、人員削減とい

うのはどうなのかなとは思いますが、それは別の話として、予算書を見ると、最初のほうに、支

出の収支の計画書というのがあるんですが、これがそれぞれ品目、節であげられているから、こ

れの内訳があるはずなのですね、これを見積もっているのですから。そういったものを、今日は

ここまでというのではなくて、説明資料として出していただきたいというふうに思います。 
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 その中で、例えば、今の委託料というのを見ると、全部足してみると４億円という大きな金額

になるはずなのですが、これは、中身がわからないから聞いているのですけれども、どういうも

のに例えば大きなところは、この委託料というのは、どういう使途で使われるのか、御説明をお

願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  大元病院事業局総務部長。 

○病院事業局総務部長（大元 良朗君）  病院事業局における委託料の主なものについては、清掃

委託料、給食委託料なんですけれども、やすらぎ苑、現状では、橘病院、さざなみ苑に給食委託

しております。 

 また、院内で検査できないものについて、業者のほうへ検査委託を行っております。 

 また、多くは医療機器の保守契約、また電子カルテ等の電算に関する保守契約が主なものでご

ざいます。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  これらの、最初に答弁された入札でできる限り調達していくとい

うことでいいのだろうと思うのですが、今、電算の保守契約で電子カルテとかというのがあった

と思うのですが、電子カルテとか、そういう電算の会計システムがあると思うのですが、そうい

ったものは各病院統一の機器が入っている、システムがというのですかね、入っているというこ

とでいいのですかね。バラバラだとそれだけ経費が増してくると思うのですけれど、それは、ど

うなっているのか、もしバラバラであれば、それを統合すると、一つのシステムにすれば、それ

はそれだけコストが低く抑えられるはずなんでですね。 

 それらの今後の取り組み方針というのですかね、そういった努力はどういったふうにされるの

か、最後に御答弁をお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  大元病院事業局総務部長。 

○病院事業局総務部長（大元 良朗君）  田中議員さんの御質問にお答えします。 

 確かに、田中議員さんがおっしゃられるように、現状では、東和病院、大島病院ともに、メー

カーが違います。それは、病院事業局にとっては、大きな課題となっております。 

 それが、電子カルテというのは、ほかの検査機、レントゲンの関係とか、給食等、いろいろシ

ステムが連携されておりますので、極力一緒になるように今後検討していきたいと思いますが、

難しい面もあるので、そこは、よく検討しないといけないかというふうには思います。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 お諮りします。令和２年度周防大島町病院事業特別会計予算の質疑が終結しましたので、議案
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第９号を配付いたしました議案付託表により所管の常任委員会へ付託することにしたいと思いま

す。御異議ございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、議案第９号を配付いたしました議案付託

表のとおり所管の常任委員会に付託することに決定しました。 

 なお、討論、採決は、会期中の最終日の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１０．議案第１０号 

日程第１１．議案第１１号 

日程第１２．議案第１２号 

日程第１３．議案第１３号 

日程第１４．議案第１４号 

日程第１５．議案第１５号 

日程第１６．議案第１６号 

日程第１７．議案第１７号 

日程第１８．議案第１８号 

日程第１９．議案第１９号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１０、議案第１０号令和元年度周防大島町一般会計補正予算（第

４号）から、日程第１９議案第１９号令和元年度周防大島町病院事業特別会計補正予算（第

３号）までの１０議案を一括上程し、これを議題とします。 

 質疑は、３月４日の本会議で終了しておりますので、これから討論、採決に入ります。 

 議案第１０号、討論はございませんか。砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  反対討論を行います。 

 このＧＩＧＡスクール構想について、反対をいたします。このＧＩＧＡスクール構想が、政府

主導で誕生した政策であることから、町内の問題にとどまらず、国の施策としてもかみ合う形で

討論したいと思います。 

 反対理由の第１は、過疎債を使ってこのＧＩＧＡスクール構想は、本当に急ぐ課題なのかとい

う点です。不要不急の歳出であるという点から、反対をいたします。 

 本町は、児童生徒数の減少の中で、複式学級が増えています。複式学級になることを防ぐため

に、学校の統合を進めてほしいという保護者の要望は、それ自体、当然に生まれうる感情であり、

気持ちは理解できます。 

 しかし、統合すればその地域の子育て世代は住みにくくなり、人口減少に拍車がさらにかかり
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ます。人口が減れば、複式学級がさらに増え、また学校の統合が進み、人口が減少するという悪

循環が繰り返されてしまいます。 

 これを断ち切るために、教員の定数を増やし、複式になることを防いでいかなければ、子供た

ちの教育の場がどんどん縮小されてしまいます。 

 今急ぐべきは、教員を思い切って増やすことに国も地方も予算をつぎ込むことであり、来年度

も教員は減少させるとしている現状に、この状態を放置したまま、このＧＩＧＡスクール事業に

大きな財源をつぎ込むことに反対です。 

 ２番目は、成長期の子供たちに影響が大きいとされる電磁波に対する不安がある中で、治験や

研究成果も曖昧なまま、子供たちの健康面を犠牲にしかねないまま導入するのは、慎重さを欠い

ているという点からも反対をいたします。 

 ３番目には、このＧＩＧＡスクール事業は、日本経済新聞電子版の今年１月２３日付によると、

国内のパソコン市場がもう１つできるぐらいの大きな規模だと報道されています。実態は、パソ

コン大手メーカーが喜ぶだけの大企業への経済対策であり、教育を大手市場に売り渡すものとし

て問題があり、反対をいたします。 

 私は、子供たちは機械と対峙して教育するのではなく、先生方を増やして、教師と子どもたち

が向かい合って教育をするというその基本に立ち返ることが理想であり、この点から、このＧＩ

ＧＡスクール構想が、それに反するものであり、反対をいたします。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに賛成討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  反対討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  討論をなしと認め、討論を終結します。 

 これから起立による採決を行います。議案第１０号令和元年度周防大島町一般会計補正予算

（第４号）について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１１号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これから起立による採決を行います。議案第１１号令和元年度周防大島町国民健康保険事業特

別会計補正予算（第３号）について、原案のとおり決することに議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 
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○議長（荒川 政義君）  起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１２号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これから起立による採決を行います。議案第１２号令和元年度周防大島町後期高齢者医療事業

特別会計補正予算（第３号）について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１３号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これから起立による採決を行います。議案第１３号令和元年度周防大島町介護保険事業特別会

計補正予算（第４号）について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１４号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これから起立による採決を行います。議案第１４号令和元年度周防大島町簡易水道事業特別会

計補正予算（第２号）について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１５号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これから起立による採決を行います。議案第１５号令和元年度周防大島町下水道事業特別会計

補正予算（第３号）について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１６号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 
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 これから起立による採決を行います。議案第１６号令和元年度周防大島町農業集落排水事業特

別会計補正予算（第３号）について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１７号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これから起立による採決を行います。議案第１７号令和元年度周防大島町漁業集落排水事業特

別会計補正予算（第２号）について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１８号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これから起立による採決を行います。議案第１８号令和元年度周防大島町水道事業特別会計補

正予算（第２号）について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１９号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これから起立による採決を行います。議案第１９号令和元年度周防大島町病院事業特別会計補

正予算（第３号）について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

○議長（荒川 政義君）  以上で、本日の日程は全部議了しました。 

 本日はこれにて散会をいたします。次の会議は３月２３日月曜日、午前９時３０分から開きま

す。 

○事務局長（舛本 公治君）  御起立願います。一同、礼。 

午後４時03分散会 

────────────────────────────── 


